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はじめに 

 

 放送のデジタル化や通信と放送の融合が進展する中、地上基幹放送事業者に関し、地上デジタル

テレビジョン放送の中継局整備等についての多額の資金調達や、競争激化による経営の一層の効率

化が大きな経営課題となっています。 

 持株会社によるグループ経営は、こうした経営課題への有効な対応策の一つであることから、こ

れを放送事業者の経営の選択肢とするため、地上基幹放送事業者を子会社とする認定放送持株会社

制度が平成２０年４月に導入されました。 

本マニュアルは、認定までの手続を記載したものです。 

なお、欠格事由の一つである外資規制関係事項の記載要領については、個別に解説したマニュア

ルがございますので、総務省ホームページに掲載の「放送分野における外資規制関係事項記載マニ

ュアル」を参照してください。 

 

基本事項 

 

 １以上の地上基幹放送事業者を子会社とし、２以上の基幹放送事業者を関係会社としようとする

会社等は、総務大臣の認定を受けることができます。 

 認定を受けることにより、下記のような法的効果があります。 

  ①外資規制の直接適用 

  ②マスメディア集中排除原則の緩和 

  ③認定放送持株会社への出資規制 

 

審査事項 

 

 認定放送持株会社の申請については、放送法第１５９条第２項に基づき審査を行います。 

 審査事項は、下記のとおりです。 

１ 申請対象会社が株式会社であること。 

２ 申請対象会社が、基幹放送事業者でないこと。 

３ 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者（これに準ずるものを含む。）の株式の取得価額

等の合計額の当該申請対象会社の総資産の額に対する割合が、常時、５０％を超えることが確実

であると見込まれること。 

４ 申請対象会社及びその子会社の収支の見込みが良好であること。 

５ 外国人等が特定役員（※）でないこと。   

６ 外国人等が直接又は間接に申請対象会社の議決権を２０％以上有していないこと。 

７ 申請対象会社及び役員が放送法、電波法等の違反履歴がないこと。 

 

 （※）特定役員：基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準

の特例に関する省令第三条で定める役員 
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認定までのスキーム 

 

１ 認定希望者の事前準備 

  総務省情報流通行政局地上放送課にご相談下さい。 

  認定に当たって、電波監理審議会（原則として毎月１回開催）へ諮問する必要があるため、十

分に時間的な余裕をもってスケジュールを立てられることをお勧めします。 

  また、現在ある基幹放送事業者が会社分割等により、認定放送持株会社へ移行する場合には、

無線局（放送局及び放送事業用無線局）の免許承継が必要となるケースもありますので、ご注意

下さい。 

 

２ 認定放送持株会社に係る認定手順 

  申請書提出後、総務本省において審査を行い、電波監理審議会に諮問します。 

  電波監理審議会において、認定を行うことが適当であると認められた場合、答申後、速やかに

認定書を交付いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 申請書の提出 

  申請書は、総務省情報流通行政局地上放送課にご提出下さい。 

  提出部数は、申請書（放送法施行規則別表第６０号様式）及び事業計画書（同別表第６１号様

式）各２部となります。 

  また、認定時に一以上の地上基幹放送事業者を子会社として保有、若しくは二以上の基幹放送事

業者を関係会社として保有しておらず、認定後に保有することになった場合は認定放送持株会社子

会社等保有届出書（別表第６３号）を提出する必要があります。 

  無線局の免許承継申請については、管内の総合通信局へご提出下さい。 

  認定申請書の記載例は次頁以降をご覧下さい。 

 

４ その他 

  申請手数料は不要ですが、認定後、登録免許税（150,000円）の納付が必要となります。 

  地上放送課から納付のご案内をいたします。 

 
申

請 

 
審

査 

 電
波
監
理
審
議
会 

諮
問
・
答
申 

 
認

定 

承

継

申

請 

 
審

査 

 
許

可 

無線局承継申請がある場合 

同日付けで認定及び許可 
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＜別表第六十号 記載例＞ 

 

認定放送持株会社認定申請書 

 

令和○○年○月○○日 

 総務大臣 殿 

 

郵便番号 100-1234 

住  所 東京都千代田区霞が関○－○－○ 

（ふりがな） 

氏  名 株式
かぶしき

会社
がいしゃ

○○テレビ 

代表取締役社長 中央
ちゅうおう

 一郎
いちろう

 

（法人又は団体にあつては、名称及び代表 

者の氏名。） 

電話番号 ○○-○○○○-○○○○ 

法人番号 ○○○○○○○○○○○○○ 

（注 １） 

 

 認定放送持株会社の認定を受けたいので、放送法第159条第３項の規定により申請します。 

 

１ 申請対象会社に関する事項 

名称 株式会社○○テレビ 

（令和○○年 ×月××日付にて「株式会社○○○

ホールディングス」に商号変更予定）⇒基幹放送事

業者が分割等による認定放送持株会社への移行とあ

わせて商号変更を予定している場合の記載例 

住所 東京都千代田区霞が関○－○－○ 

事
務
上
の
連
絡
先 

担当部署 ○○○ホールディングス移行準備室 

住所 東京都千代田区霞が関○－○－○ 

担当者 担当係長 ○○ ○○ 

電話番号 (03)1111-2222 

特定役員の氏名（注２） 別紙のとおり。 

外国人等直接保有議決権割合（注３） 4.23％ 

外国人等直接保有議決権割合と外国人等間接保有議決権

割合とを合計した割合（注３） 

15.23％ 

欠格事由の

有 無 

特定役員（法第159条第２項第５号イ）

（注５） 

 □ 有   ☑ 無 



4 
 

（注４） 議決権の割合（同号イ及びロ） 

（注６） 

□ 有   ☑ 無 

処分歴等（同号ハからヌまで） □ 有   ☑ 無 

 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 法人番号の欄は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

第２条第15項に規定する法人番号を記載すること。 

（注２） 次に掲げる様式により記載すること。 

 

ふりがな 
住所 役名 

特定役員への

該当の有無 

日本の国籍の

有無 
備考 

氏名 

千代田
ち よ だ

 春子
は る こ

 東京都千代田区 取締役会長 

☑有 □無 ☑有 □無 

令和○○年○月○

日（申請日）時点

で就任済み 

中央
ちゅうおう

 一郎
いちろう

 東京都中央区 (代)取締役

社長（常） 
☑有 □無 ☑有 □無 

就任済み 

墨田
す み だ

 冬子
ふ ゆ こ

 東京都墨田区 監査役 □有 ☑無 □有 □無 予定 

      

      

      

※ 令和○○年○月○日（認定予定日）現在の予定を記載しています。 

 

注１ 特定役員とは、表現の自由享有基準第２条第13号に規定する業務執行役員及び同条第14号に規定

する業務執行決定役員をいう。 

注２ 住所の欄は、住民基本台帳に記載された住所の都道府県市区町村（外国に住所を有する者にあつ

てはこれに準ずるもの）を記載すること。 

注３ 役名の欄は、代表権を有する役員については役名の前に「㈹」の文字を、常勤の役員については

役名の後に「（常）」の文字を付記すること。 

注４ 日本の国籍の有無の欄は、特定役員に該当する場合に記載すること。 

注５ 備考の欄は、予定のものについてはその旨を記載すること。 

注６ 特定役員が日本の国籍を有することを証する書類（例：戸籍抄本、本籍の記載のある住民票又は

旅券（現に有効なものに限る。）の写し）を添付すること。また、登記事項証明書を添付するこ

と。 
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（注３） 小数点第３位を四捨五入し小数点第２位まで記載すること。ただし、四捨五入する前の割合

が20%未満である場合において、小数点第３位を四捨五入して20.00%となるときは四捨五入せず、割

合が20%未満であることがわかる小数点以下の位まで記載し、その位未満の端数は切り捨てて記載す

ること（例：19.999456%の場合は19.9994%まで記載すること。）。また、記載事項を証するものと

して、次の様式を添付すること。 

 

ア 議決権の総数 

区  分 株式数（株） 議決権の数（個） 

発 

行 

済 

株 

式 

無議決権株式(Ａ) 1,000  

議決権制限株式(Ｂ) 1,000 10 

完全議決

権株式 

自己保有株式(Ｃ) 1,000  

相互保有株式(Ｄ) 1,000  

申請者（子会社を含む。）における株主の

相互保有対象議決権の総数の４分の１以上

の保有の有無 

☑有 □無 

特定外国株式等(Ｅ) 0  

その他(Ｆ) 200,000 2,000 

単元未満株式(Ｇ) 1,111  

総数(Ｈ) 205,111 2,010 

備考 １単元の株式数 100  

※ 令和○○年○月○日現在の状況です。 

 

注１ 最近日現在の議決権の状況について記載すること。 

注２ (Ａ)の欄は、会社法第108条第１項第３号の規定により、株主総会の全部の事項について議決権を

行使することができない株式（同法第189条第１項に定める、単元株式数に満たない数の株式（以下

この別表において「単元未満株式」という。）を除く。以下この別表において「無議決権株式」と

いう。）の総数を記載し、当該株式は議決権の数に含めない。 

注３ (Ｂ)の欄は、会社法第108条第１項第３号の規定により、株主総会の一部の事項について議決権を

行使することができない株式（単元未満株式を除く。以下この別表において「議決権制限株式」と

いう。）の総数を記載し、当該株式は議決権の数に含める。 

注４ (Ｃ)の欄は、無議決権株式又は議決権制限株式以外の株式（単元未満株式を除く。以下この別表

において「完全議決権株式」という。）のうち、会社法第308条第２項の規定により議決権を有しな

い株式（以下この別表において「自己保有株式」という。）の総数を記載すること。 

注５ (Ｄ)の欄は、完全議決権株式のうち、会社法第308条第１項及び会社法施行規則第67条第１項に定

める、株式会社が株主の経営を実質的に支配することが可能な関係にある場合における当該株主が

保有する株式（以下この別表において「相互保有株式」という。）について、申請者（子会社を含

む。）における株主の同項に定める相互保有対象議決権の総数の４分の１以上の保有の有無を確認

し該当する□にレ印を付けた上で、総数を記載すること。 

注６ (Ｅ)の欄は、法第161条第１項又は同条第２項において準用する法第116条第２項の規定により株

主名簿への記載又は記録を拒否している株式、法第161条第２項において準用する法第116条第３項

の規定により議決権が制限されている株式及び法第164条第１項の規定により議決権を有しないこと

となる株式（以下この別表において「特定外国株式等」という。）の数を種類ごとに記載するこ
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と。 

注７ (Ｆ)の欄は、自己保有株式、相互保有株式又は特定外国株式等に該当する株式以外の完全議決権

株式について、株式数及び議決権の数を記載すること。 

注８ (Ｇ)の欄は、単元未満株式の総数を記載すること。 

注９ (Ｈ)の欄は、発行済株式及び議決権の総数を記載すること。 

注10 表に記載の内容を証する書類（例：株式分布状況表、株主名簿（全ての株主について記載がある

もの。）、有価証券報告書、定款等の議決権の数の状況が分かる資料）を添付すること。法人(表に

記載の内容に関する事項の登記を要しない者を除く。)にあつては、登記事項証明書を添付するこ

と。 

注11 単元株式数を定款で定めていない株式会社にあつては、１単元の株式数の欄の記載を要しない。 

注12 法第159条の認定を受けて設立される株式会社にあつては、設立時発行株式の状況を記載すること

（イにおいて同じ。）。 
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イ 議決権割合に関する事項 

区  分 

氏
名
又
は
名
称 

住
所(

Ａ) 

法
人
番
号(

Ｂ) 

株
式
数(

株)
(

Ｃ) 

議
決
権
の
数(

個)(

Ｄ) 

(

Ｄ)

／
議
決
権
の
総
数(

％)
(

Ｅ) 

外資系日本法人の議決権を

有する外国法人等 (

Ｅ)

の
比
率(

％)(

Ｈ) 

(

Ｅ)
×

(

Ｇ)
(

％)(

Ｉ) 

備
考 

氏
名
又
は
名
称(
Ｆ) 

外資系日本法人の 

議決権の総数に対 

する議決権の比率( 

％) 

(Ｇ) 

外
国
法
人
等 

議決権の総数の1 

000分の１以上を 

占める者 

*** 

New Yor 

k,New Y 

ork,U.S 

.A 

17345 

67890 

123 

8,000 80 3.98   3.98   

議決権の総数の1 

000分の１未満を 

占める者の合計 

（計３者） 

(Ｊ) 

   500 5 0.25   0.25   
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外
資
系
日
本
法
人 

議決権の総数の1 

0分の１以上を占 

める者 

㈱a 

東京都 

千代田 

区 

***** 

***** 

**** 

20,100 201 10.00 Ａ 10.00  1.00 

認定の申 

請に先立 

ち、㈱aに 

対し、一 

の外国法 

人等によ 

る議決権1 

0％以上の 

保有状況 

の確認を 

行った。 

 

㈱b 

東京都 

千代田 

区 

***** 

***** 

**** 

20,100 201 10.00 ― ―  10.0 

認定の申 

請に先立 

ち、㈱bに 

対し、一 

の外国法 

人等によ 

る議決権1 

0％以上の 

保有状況 

の確認を 

放送法施 

行規則第1 

85条第5項 

の照会制 

度により 

行ったが 

、回答が 

得られな 

かった。 

合  計    48,700 487    15.23  

※ 令和○○年○月○日現在の状況です。 

 

注１ 外国法人等とは、法第159条第２項第５号イ⑴から⑶までに掲げる者をいい、外資系日本法人とは

、外国法人等が議決権を有する日本の法人又は団体をいう。外資系日本法人の議決権を有する外国
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法人等については、第185条第４項の規定により外国法人等とみなされる法人又は団体についても記

載すること。 

注２ (Ａ)の欄は、都道府県市区町村（外国法人等にあつてはこれに準ずるもの）を記載すること。こ

の場合において、法人又は団体にあつては本店又は主たる事務所の所在地を記載すること。 

注３ (Ｂ)の欄は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第1

5項に規定する法人番号を有する場合に記載すること。ただし、法人番号が不明の場合は記載を要し

ない。 

注４ (Ｄ)の欄は、(Ｃ)から株主総会の議決権を有しないこととされる株式（アの(Ｂ)の議決権制限株

式を除く。）の数を減じて計算した数を記載すること。 

注５ (Ｅ)の欄は、アの(Ｈ)に記載した議決権の総数に対するイの(Ｄ)の比率を記載すること。 

注６ (Ｆ)及び(Ｇ)の欄は、次の場合に記載すること。 

(ア) 申請者の議決権の総数の10分の１以上を占める外資系日本法人について、当該外資系日本法人に

対して一の外国法人等が10分の１以上の議決権を有する場合。なお、当該外資系日本法人に対して1

0分の１以上の議決権を有する外国法人等が二以上ある場合は、それぞれの外国法人等について記載

すること。 

(イ) 一の外国法人等が申請者の議決権を有する二以上の外資系日本法人の議決権を有している場合で

あつて、これらの議決権の割合の全部又は一部が10分の１未満であるときに、当該外資系日本法人

が直接に占める申請者の議決権の割合（1000分の１以上であるものに限る。）に、当該一の外国法

人等が占める外資系日本法人の議決権の割合を乗じて計算し、当該一の外国法人等に関する割合を

合算した結果が10分の１以上となる場合。 

注７ (Ｉ)の欄は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率を乗じて計算した比率を記載すること。 

(ア) (Ｇ)の比率が２分の１を超える場合は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率を乗ずることなく、(Ｅ)の比率

をそのまま(Ｉ)の欄に記載すること。 

(イ) 外資系日本法人に二以上の外国法人等が議決権を有する場合は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率を合算

した比率を乗じて計算した比率を記載すること。ただし、一の外国法人等が当該外資系日本法人の

２分の１を超える議決権を有する場合は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率を合算した比率を乗ずることな

く、(Ｅ)の比率をそのまま(Ｉ)の欄に記載すること。 

注８ (Ｅ)及び(Ｇ)から(Ｉ)までの欄は、合計の欄以外の欄は小数点第３位を四捨五入し小数点第２位

まで記載し、合計の欄は、上欄に記載した四捨五入した後の比率の合算値を記載するのではなく、

四捨五入せずに計算した各値の合算値を記載すること。当該合算値については、小数点第３位を四

捨五入し小数点第２位まで記載すること。ただし、四捨五入する前の比率が20%未満である場合にお

いて、小数点第３位を四捨五入して20.00%となるときは四捨五入せず、比率が20%未満であることが

わかる小数点以下の位まで記載し、その位未満の端数は切り捨てて記載すること（例：19.999456%

の場合は19.9994%まで記載すること。）。 

注９ 備考の欄は、第185条第３項から第５項までの規定に該当する場合は、その旨を記載すること。外

資系日本法人にあつては、これらに加えて(Ｇ)の比率の確認方法を記載すること。 

注10 (Ｊ)の欄は、議決権の総数の1000分の１未満を占める外国法人等について合算して記載するこ

と。この場合において、当該外国法人等の数を「（計 者）」に記載すること。 

注11 (Ｃ)及び(Ｄ)を証する書類（例：株式分布状況表、株主名簿（全ての株主について記載があるも

の。）、有価証券報告書等の議決権の数の状況が分かる資料）を添付すること。法人((Ｃ)及び(Ｄ)

に関する事項の登記を要しない者を除く。)にあつては、登記事項証明書を添付すること。 
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（注４）  欠格事由の有無は、法第159条第２項第５号の欠格事由の有無について記載するものとし、 

同欄の□には、該当する事項にレ印を付けること。 

（注５）  （注２）の様式により欠格事由の有無を確認の上、記載すること。 

（注６）  （注３）の様式により欠格事由の有無を確認の上、記載すること。 

（注７）  登記事項証明書を添付すること。  
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２ 申請対象会社の子会社の概要に関する事項 

区分 名称 事業の概要 
資本金 

（Ａ）千円 

出資の額 

（Ｂ）千円 

出資の比率 

(B)/(A)×100 
備考 

地上基

幹放送

事業者 

㈱○○○テレビ 民間放送業 

 

5,000,000 15,000,000 100.0% 

 

令和○○年

○月○日付

会社設立、

免許承継予

定 

地上基

幹放送

事業者 

㈱○○○ラジオ 民間放送業 

 

500,000 1,200,000 100.0%  

その他 ㈱○○テレビ  テレビ番組、

ＣＭ等の制作 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○企画 放送番組販売、

番組制作等 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x% 議決権比率

は xx.x% 

その他 ㈱○○照明 放送舞台等の照

明技術 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○プラン 放送番組等の企

画制作・技術・

中継等 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○ミュージッ

ク 

音楽著作権の取

得及びその利用

開発 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○○○○ 広告代理・事業

企画制作等 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○人材センタ

ー 

有料職業紹介事

業・労働者派遣

業 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○テック 情報サービス業 xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○総合研究所 研究・情報収集 xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱ａａａａ デジタルコンテ

ンツ制作 

xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 ㈱○○○コーポレ

ーション 

その他 xxx,xxx xxx,xxx xx.x%  

その他 AAAA INTERNATIONAL 

CO.LTD 

映画の企画開

発、投資 

xx千 US$ 

 

xx千 US$ 

 

xx.x%  

       

       

※１ 令和○○年○月○日現在の予定を記載しています。 

※２ 出資先が外国法人の場合、出資時の通貨で記載しています。 

※３ 出資の額、出資の比率は、子会社による出資分も記載しています。 

 

記載に当たっての注意事項 

子会社全てについて記述 
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（注１） 区分の欄は、申請対象会社、地上基幹放送の業務を行う者、地上基幹放送の業務以外を行う

基幹放送事業者又はその他の別を記載すること。 

（注２） 備考の欄は、議決権の総数に対する議決権の比率が出資の総額に対する出資の比率と異なる

ときの当該議決権の比率を記載すること。 

（注３） 申請対象会社及び各子会社の定款又は登記事項証明書を添付すること。 

 

３ 申請対象会社の関係会社である基幹放送事業者の概要 

名称 事業の概要 資本金(A) 出資の額(B) 
出資の比率 

(B)/(A)×100 
備考 

㈱○○○テレビ 民間放送業 10,000,000 4,000,000 40.0%  

㈱ラジオ○○○ 民間放送業 12,000,000 3,000,000 25.0%  

㈱テレビ○○○ 民間放送業 20,000,000 1,000,000 5.0% 役員兼任比

率１／３ 

 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 備考の欄は、議決権の総数に対する議決権の比率が出資の総額に対する出資の比率と異なる

ときの当該議決権の比率を記載すること。 

（注２） 関係会社の定款又は登記事項証明書を添付すること。 

 

４ 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者の株式の取得価額等の合計額の総資産の額に対する割

合に関する事項 

※各項目の内訳及び割合の計算については、別葉を参照して下さい。 

 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 別紙にその内訳を記載すること。 

（注２） (a)の(b)に対する割合が、常時、50％を超えることが確実であると見込まれることを証する   

書類を添付すること。 

⇒（注１）の別紙（18ページ以降参照）に加え、次ページ“別葉”に記入し提出してください。 

割合の計算の際の分子となる(a)については、株式の取得価額のほか、「放送の業務（密接関連

業務）に係る流動資産の額」を放送法施行規則第１８３条の２により計算するものとし、最終の

損益計算書に計上された収益の額が分かる書類及びそのうち放送の業務に係る収益の額が分かる

書類を添付してください。 

 割合の計算の際の分母となる(b)については、放送法第１５９条第２項第３号及び放送法施行規

則第１８４条により計算するものとし、申請対象会社の貸借対照表及び貸借対照表の資産のうち、

総資産額の額から控除する額とその明細がわかる資料を添付してください。 

⇒（注２）「常時、50％を超えることが確実であると見込まれることを証する書類」については、

認定日が属する会計年度から起算して５年間の見込みを、次ページ“別葉”に倣い提出してくだ

さい（貸借対照表は不要です。）。 

 

子会社である基幹放送事業者等の株式の取得価額等の合計額  (a) 200,000,000千円 

申請対象会社の総資産の額  (b) 356,000,000千円 

割合(a)/(b)×100 56.18％ 
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別葉 

 

 

（分子） 

①子会社等（子会社及び関連会社）である基幹放送事業者等（②の子会社等を除く）の株式の取得価

額                            （  xx,xxx,xxx ） 

              ＋ 

②主として基幹放送事業者の放送業務の密接関連業務を行う子会社等の株式の取得価額 

                                                 （  xx,xxx,xxx ） 

             ＋ 

③放送の業務（密接関連業務を含む）の用に供する設備その他有形又は無形固定資産の額 

                                                              （ xxx,xxx,xxx  ） 

             ＋ 

④子会社等である基幹放送事業者等に係る貸付金の額         （   x,xxx,xxx  ） 

             ＋ 

⑤放送の業務（密接関連業務を含む）に係る流動資産の額     （   x,xxx,xxx  ） 

 

 

（分母） 

  申請対象会社の総資産の合計額                               （ xxx,xxx,xxx  ） 

 － ⑥子会社等以外の者に係る投資その他の資産の額           （ xxx,xxx,xxx  ） 

 

＝ ５６．１８％ 

 

※ ③の資産額の明細については、次ページの貸借対照表を参照 
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○○年3月31日付貸借対照表 （単位：円）

分割後の子会社
の貸借対照表

科目 計上額 計上額 計上額

現金・預金 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
受取手形 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
売掛金 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
有価証券 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
番組勘定・制作品 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
貯蔵品 xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
前渡金 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
前払費用 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
繰延税金資産 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
その他流動資産 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
　　貸倒引当金 -xx,xxx,xxx -xx,xxx,xxx -xx,xxx,xxx

流動資産合計 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx 0 xxx,xxx,xxx,xxx
建物 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
    本社ビル xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
　　○○○○　 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
    ○○○○ xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　新宿中継車庫 xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　上記以外 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
建物付属設備 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
    本社 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
　　○○○○　 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
    ○○○○ xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　新宿中継車庫 xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　上記以外 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
構築物 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
    本社 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　○○○○　 x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
    ○○○○ x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
　　新宿中継車庫 x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
　　○○○○　 xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　上記以外 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx 0 xxx,xxx,xxx
機械及び装置 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx 0 xx,xxx,xxx,xxx
航空機 x,xxx,xxx x,xxx,xxx 0 x,xxx,xxx
車両運搬具 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx 0 xxx,xxx,xxx
工具器具備品 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
土地 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
　　○○○○ xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　○○○○ xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　○○○○　 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
　　新宿中継車庫 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　○○○○敷地 xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　上記以外 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
建設仮勘定 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
有形固定資産合計 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx
のれん xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
借地権 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
商標権 x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
ソフトウェア xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
その他無形固定資産 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
無形固定資産合計 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
投資有価証券 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx
　　内国株式 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx
      ○○○○㈱ x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
　　　㈱○○○○○ x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
　　　㈱○○○○○ x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
　　上記以外 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx
　　外国株式 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
      ○○○○○○○○ xxx,xxx xxx,xxx xxx,xxx
      ○○○○○○○○○ xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　上記以外 xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　公社債等 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
関係会社株式 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
　　子会社株式 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
        ○○○ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
        ○○○ラジオ x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
      　○○○○○ xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　　  ○○○○ xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　　 上記以外 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
　　関連会社株式 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
 　　　○○○○○○○○ xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　　 ○○○○○○ xx,xxx xx,xxx xx,xxx
　　　 ○○○○ x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
　　　 ○○○○○ xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　　 上記以外 xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx xx,xxx,xxx,xxx
その他関係会社等有価証券 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
　　　○○有限責任事業組合 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
　　　○○○○○○○○○ xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　　○○○合同組合 xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx xx,xxx,xxx
　　　 上記以外 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
出資金 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
従業員長期貸付金 x,xxx,xxx x,xxx,xxx x,xxx,xxx
長期前払費用 xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx
長期繰延税金資産 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
その他の投資 x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx x,xxx,xxx,xxx
貸倒引当金 -xxx,xxx,xxx -xxx,xxx,xxx -xxx,xxx,xxx

投資その他の資産合計 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx
固定資産合計 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx

資産合計 xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx xxx,xxx,xxx,xxx

うち、放送の業務（密
接関連業務を含む）の
用に供する設備その
他有形又は無形固定

資産

持株会社の貸借対照表分割前の貸借対照表

 
⇒ 資産要件計算に際し、放送の業務（密接関連業務を含む）の用に供する設備その他有形又は無形固

定資産の額の明細がわかるように記述して下さい。（様式は問いません） 
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５ 申請対象会社及びその子会社の事業収支の見積り 

 ○○(○○)年度 ○○(○○)年度 ○○(○○)年度 ○○(○○)年度 ○○(○○)年度 

 

１ 収       益 

営業収益 

営業外収益 

２ 費       用 

営業費用 

営業外費用 

３ 当 期 経 常 損 益 

千円 

600,000,000 

550,000,000 

50,000,000 

580,000,000 

530,000,000 

50,000,000 

20,000,000 

千円 

610,000,000 

555,000,000 

55,000,000 

585,000,000 

535,000,000 

50,000,000 

15,000,000 

千円 

620,000,000 

560,000,000 

60,000,000 

590,000,000 

530,000,000 

60,000,000 

30,000,000 

千円 

630,000,000 

570,000,000 

60,000,000 

595,000,000 

540,000,000 

55,000,000 

35,000,000 

千円 

640,000,000 

580,000,000 

60,000,000 

600,000,000 

550,000,000 

50,000,000 

40,000,000 

備       考      

 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 申請対象会社及びその子会社を含めて作成すること。 

（注２） 別紙において、申請対象会社及びその子会社のそれぞれの見積書を作成すること。 

（注３） 事業収支の見積りについての参考となる資料を添付すること。 

（注４） 備考の欄は、事業収支が相償わない場合における措置及び収支の見込みに関する重要な事項

を記載すること。 

（注５） 直近３箇年の申請対象会社及びその子会社の貸借対照表及び損益計算書を添付すること。 

 

６ 主たる出資者及び議決権の数 

 

氏名又は名称 住所 職業 

議決権の総数に対

する議決権の数及

び比率（％） 

特定株式に係る株

主に関する事項 備考 

○○㈱ 

㈹取締役社長(常) 

○○ ○○ 

東京都千代田

区 

○○業 250,000 

（10.00％） 

特別地上基幹放送

事業者を支配する

者 

－ 

㈱○○ 

㈹取締役社長(常) 

○○ ○○ 

東京都中央区 ○○業 100,000 

（4.00％） 

○○ホールディン

グス㈱5.10％ 

（△△㈱1.00％ 

 ㈱××0.10％） 

－ 

 

 

     

      

※１ 令和○○年○月○日（認定予定日）現在の予定を記載しています。 

※２ 外国法人に関しても会社法上の議決権比率で算出しています。 

※３ 議決権比率は、小数第３位を四捨五入しています。 

 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 議決権の総数に対する議決権の比率が100分の１以上の者について記載すること。また、特

定株式に係る議決権の割合が100分の５以上となる特定株式があるときは、それぞれの株主に

ついて、その属する特定株式に係るグループを明確にした上で、特定株式に係る株主に関する

１％以上の株主全てについて記述 
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事項の欄に次の事項を記載すること。 

１ 特定株式（第204条の関係にある者であつて株主名簿に記載され、又は記録されている者

が有する株式に限る。）に係る議決権保有割合 

２ 特別地上基幹放送事業者（第207条第５項第３号に規定する「特別地上基幹放送事業者」

をいう。）である者又はそれを支配する者であるときはその旨 

３ 法第164条第１項の規定により議決権を有しないこととなる株式がある場合における当該

株式の数 

（注２） 設立中の場合は、発起人全員について記載すること。 

（注３） 増資その他の理由により、将来において議決権の総数に対する議決権の比率が100分の１以

上となる予定がある場合は、それについて併せて記載すること。 

（注４） 法人又は団体にあつては、名称に代表者氏名を付記すること。 

（注５） 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。この場合において、法人又は団体にあつて

は本店又は主たる事務所の所在地を記載すること。 

（注６） 職業の欄は、法人又は団体にあつては「何事業」、個人にあつては「何㈱㈹専務（常）」、

「雑貨商店主」のように記載すること。この場合において、法人又は団体の代表権を有する役

員については役名の前に「㈹」の文字を、常勤の役員については役名の後に「（常）」の文字

を付記すること。 

（注７） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

ア 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

イ 出資の予定のものについてはその旨 

（注８） 議決権の取扱いは、次のア及びイに定めるところにより計算し、記載すること。 

ア 一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権に係る株式の所有者の名義が

異なつていても、その議決権は、当該一の者の有する議決権とするものとする。また、一の

者が、未公開株式に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を行うことができる

権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一の内容の議決権を行使すると

認められる場合においては、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなして計算するこ

と。 

イ 法人又は団体が申請対象会社の議決権を有する場合にあつては、一の者の役員が当該法人

又は団体の過半数の役員等（株式会社にあつては役員、その他の法人又は団体にあつては当

該法人又は団体の意思決定機関において議案に対する意思表示を行う権利を有する構成員）

を兼ねているときに、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなして計算すること。 

 

７ 役員に関する事項 

ふりがな 
住 所 役 名 担当部門 兼 職 

特定役員への 

該当の有無 
備 考 

氏 名 

千代田
ち よ だ

 春子
は る こ

 
東京都千

代田区 
取締役会長 

 

○○テレビ㈱

非常勤取締役 
☑有 □無 

令和○

○年○

月○日

（申請

日）時

点で就

任済み 
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※ 令和○○年○月○日（認定予定日）現在の予定を記載しています。 

 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 特定役員とは、表現の自由享有基準第２条第13号に規定する業務執行役員及び同条第14号に

規定する業務執行決定役員をいう。 

（注２） 住所の欄は、住民基本台帳に記載された住所の都道府県市区町村を記載すること。 

（注３） 役名の欄は、代表権を有する役員については役名の前に「(代)」の文字を、常勤の役員につ

いては役名の後に「(常)」の文字を付記すること。 

（注４） 兼職の欄は、基幹放送の業務を行う事業及び新聞事業に係るものについてはその全部を、そ

の他のものについてはその代表的なもの（代表権を有する特定役員又は常勤の特定役員が一の

法人又は団体の代表権を有する特定役員又は常勤の特定役員の地位を兼ねる場合及び複数の特

定役員が一の法人又は団体の特定役員の地位を兼ねる場合における当該一の法人又は団体に係

るものを含む。）を（注３）に準じて記載すること。 

（注５） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

   ア 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

   イ 予定のものについてはその旨 

（注６） 役員又は役員予定者の履歴書を添付するほか役員予定者については役員就任承諾書を添付す

ること。 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

 
役員全員（監査役を含む）について記述 
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（別紙） 

１ 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者及びこれに準ずるものの株式の取得価額等 

 (1) 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者及びこれに準ずるもの（主として基幹放送事業者の

放送の業務に密接に関連する業務を行う子会社等を除く。）の株式の取得価額 

※令和○○年度３月期勘定内訳明細書添付 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 事業の別の欄は、基幹放送事業者、基幹放送局提供事業者、又は一般放送事業者に係る事業

の別を記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

 (2) 主として基幹放送事業者の放送の業務に密接に関連する業務を行う子会社等の株式の取得価額 

子会社又は関

連会社の別 
事業の別 事業者名 出資割合 

株式の取得価額 

（千円） 
備考 

子会社 基幹放送事業者 ㈱○○○テレビ 100.0% 15,000,000 令和○○年○

月○日付会社

設立予定 

子会社 基幹放送事業者 ㈱○○○ラジオ 100.0% 1,200,000  

関連会社 基幹放送事業者 ㈱ビーエス○○ 40.0% 1,000,000  

関連会社 一般放送事業者 ㈱シーエス○○ 35.0% 100,000 直接保有 

30.0% 

      

合計 17,300,000  

子会社又は関

連会社の別 
業務の別 事業者名 

「主として」に

該当する理由 
出資割合 

株式の取得価額 

（千円） 
備考 

子会社 放送番組の

制作等 

㈱○○テレ

ビ 
テレビ番組の制

作を主な業務と

するため 

60.0% 150,000  

子会社 放送番組の

制作等 

㈱○○企画 放送番組販売、

番組制作等 

100.0% 200,000  

子会社 放送番組の

制作に必要

な装置の作

成等 

㈱○○照明 放送舞台等の照

明技術を主な業

務とするため 

100.0% 60,000 直 接 保

有33.3% 

子会社 放送番組の

制作等 

㈱○○プラ

ン 
放送番組等の企

画制作・中継等

を主な業務とす

るため 

70.0% 400,000  

関連会社 放送番組に

係る著作物

の複製物の

作 成 ・ 頒

布、放送に

係る音楽著

㈱○○ミュ

ージック 
放送番組に係る

オーディオ・ビ

デオソフトの制

作販売を主な業

務とするため 

35.0% 80,000  
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※令和○○年度３月期勘定内訳明細書添付 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 業務の別の欄は、密接に関連する業務の種類を記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

⇒「主として」とは、原則として、密接に関連する業務に係る収益又は資産の合計金額の当該業務を行

う者の収益の額又は総資産の額に対する割合が100分の50を超える場合をいいます。また、「密接に

関連する業務」とは、基幹放送事業者のために行う次の業務をいいます。 

・放送番組を制作し、放送番組の制作に必要な装置を作成し、又は放送に必要な施設を建設し、若し

くは管理する業務 

・基幹放送事業者に対し、放送番組の制作に必要な装置若しくは放送に必要な施設又は放送番組の制

作に必要な人員若しくは放送に必要な施設の管理に必要な人員を供給する業務 

・放送の進歩発達に必要な調査研究を行う業務 

・基幹放送事業者の業務に係る情報の処理に関する業務を行う業務 

・基幹放送事業者の放送番組に係る著作物について、その複製物を作成し、又は頒布する業務 

・基幹放送事業者において放送される放送広告を制作又は販売する業務 

・基幹放送事業者の放送に係る音楽著作物を管理又は運用する業務 

・基幹放送事業者の放送業務に係る不動産を賃貸又は管理する業務 

・基幹放送事業者及び規則第183条各号に掲げる者（子会社に限る。）の管理を行う業務 

・上記に掲げるもののほか、これらに類するもの 

 

 (3) 流動資産のうち放送の業務に係る資産 

損益計算書の収益の額（A） 50,000,000千円 

（A）のうち放送の業務に係る収益の額（B） 40,000,000千円 

流動資産の合計額（C） 35,000,000千円 

流動資産のうち放送の業務に係る資産の額 

（C）×（(B)／(A)） 
28,000,000千円 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

（注２） 放送の業務に係る収益の額は、第183条の２第１号イ及びロに掲げる収益の額の合計額を記

載すること。 

 

 (4) 放送の業務の用に供する設備その他の有形固定資産又は無形固定資産 

有形無形の別 資産の内容 提供相手 資産の額（千円） 備考 

有形固定資産 建物・附属設備

・構築物 

㈱○○○テレビ xxx,xxx 本社ビル 

作物の管理

・運用 

       

       

       

       

合計 182,700,000  

主として一般放送事業者の放送の業務に密接に関連する業務を行う子会社等 
全てについて記述 
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無形固定資産 借地権    〃 xxx,xxx 同上敷地 

有形固定資産 建物・附属設備

・構築物 

   〃 xxx,xxx 新宿中継車庫 

有形固定資産 土地    〃 xxx,xxx 同上敷地 

     

     

     

合計 x,xxx,xxx  

※令和○○年度３月期勘定内訳明細書添付 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 主要な資産ごとに記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

 (5) 子会社基幹放送事業者等に係る貸付金（設立後最初の事業年度を経過している場合にあつては、

流動資産に属するものを除く。） 

貸 付 先 貸付金の額（千円） 備   考 

㈱○○○ラジオ x,xxx,xxx  

   

合計 x,xxx,xxx  

※令和○○年度３月期勘定内訳明細書添付 

記載に当たっての注意事項 

（注１） 主要な資産ごとに記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

２ 申請対象会社の資産 

 子会社等でない者に係る投資その他の資産 

資産の別 資産の内容 投資先等 資産の額（千円） 備考 

投資有価証券 上場株式 ㈱○○○○○○○ xxx,xxx  

投資有価証券   : ㈱○○○○○○ xxx,xxx  

投資有価証券   : ㈱○○○○○ xxx,xxx  

投資有価証券 非上場株式 

（系列放送会社） 

㈱○○○○テレビ xxx,xxx  

投資有価証券   : ㈱○○○○放送 xxx,xxx  

投資有価証券   : ㈱○○放送 xxx,xxx  

投資有価証券 非上場株式 

（一般） 

○○○○○○○㈱ xxx,xxx  

投資有価証券   : ㈱○○ xxx,xxx  

投資有価証券 公社債等 XXXXXXXXXXXX xxx,xxx  

その他投資 ゴルフ会員権 ㈱○○○○○ xxx,xxx  

その他投資   : ㈱○○○○○○○ xxx,xxx  

合計 xxx,xxx    
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※令和○○年度３月期勘定内訳明細書添付  

記載に当たっての注意事項 

（注） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

３ 申請対象会社及びその子会社の事業収支の見積り 

㈱○○○ホールディングス xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 

 

１ 収       益 

営業収益 

営業外収益 

２ 費       用 

営業費用 

営業外費用 

３ 当 期 経 常 損 益 

千円 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

千円 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

千円 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

千円 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

千円 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

xxx,xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

備       考      

 

㈱○○○テレビ xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 

 

１ 収       益 

営業収益 

営業外収益 

２ 費       用 

営業費用 

営業外費用 

３ 当 期 経 常 損 益 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

備       考      

  

 

㈱○○○ラジオ xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 xx（xx）年度 

 

１ 収       益 

営業収益 

営業外収益 

２ 費       用 

営業費用 

営業外費用 

３ 当 期 経 常 損 益 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

千円 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xx,xxx,xxx 

xxx,xxx 

x,xxx,xxx 

備       考      

  

 
以下、子会社全てについて各社毎同様に記述 
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記載に当たっての注意事項 

（注１） 申請対象会社及びその子会社ごとに作成すること。 

（注２） 項目の欄は適宜必要な項目を追加して作成すること。 

（注３） 備考の欄は、事業収支が相償わない場合における措置を記載すること。 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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＜別表第六十一号 記載例＞ 

 
 

事 業 計 画 書 

（別紙） 
□(1) 資本又は出資に関する事項 
□(2) 関係会社の株式の取得その他申請対象会社の事業に要する資金及びその調達方法 
□(3) 関係会社以外の会社に対する出資の状況 

  

短   辺        （日本産業規格Ａ列４番によること。） 
 
(1) 別紙(1)は、次の様式により記載すること。 
ア 既存の株式会社の場合 

資本又は出資の額 発行済株式の額及びそ

の株式数 

増資予定の期日、 

額及びその株式数 

増資後の資本の額

及びその株式数 

 資本金 
 X,XXX億 XXXX万円 
 x,xxx,xxx株 

予定なし  

※新設分割計画の内容を記載した書面添付 

 

記載に当たっての注意事項 

注１  申請対象会社が、現に一以上の地上基幹放送事業者をその子会社とし、二以上の基幹放

送事業者をその関係会社としようとしている会社である場合であって、定款に基幹放送事
業者の株式を所有することにより、当該会社の事業活動を支配・管理することについての
定めがない場合は、申請を行うことを決議した取締役会等の議事録の写しを添付すること。 

注２  申請対象会社が、一以上の地上基幹放送事業者をその子会社とし、二以上の基幹放送事
業者をその関係会社としようとする会社である場合は、次の書類を添付すること。 
(ｱ) 申請対象会社又はその関係会社による基幹放送事業者の議決権の取得が株主総会又

は取締役会の決議を要するものである場合には、これに関する株主総会の議事録又は
取締役会の議事録の写し 

(ｲ) 株式移転を行う場合にあつては、株式移転計画の内容を記載した書面 
(ｳ) 新設分割を行う場合にあつては、新設分割計画の内容を記載した書面 
(ｴ) 吸収分割を行う場合にあつては、吸収分割計画の内容を記載した書面 
(ｵ) 吸収合併を行う場合にあつては、合併計画の内容を記載した書面 

 
イ 設立中の場合 

資本又は出資の額 発起人引受けの株式数
及びその額 

募集の株式数及びその
額 

合計 

    

記載に当たっての注意事項 

注  申請対象会社が一以上の地上基幹放送事業者をその子会社とし、二以上の基幹放送事業者
をその関係会社とする場合は、アに準ずる書類を添付すること。 

 
 

 
 
 
 

長 

辺 

ﾚ 
ﾚ 
ﾚ 
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(2) 別紙(2)は、次の様式により記載すること。 

用途別資金の額 資金調達の方法 

 
創 業 費 
関係会社株式の取得経費 
そ の 他 
合  計 

千円 
XXX,XXX,XXX   

 
自己資金 

 

記載に当たっての注意事項 

注１  資金調達の方法の欄は、資本金、出資金、社債、借入金等の別及び金額を記載すること。 
注２  最終の貸借対照表（その設立後最初の事業年度を終了していない場合においては、設立

時の貸借対照表）、損益計算書、株式引受承諾書の写し、融資証明書等資金調達の確実性
を証明する書類を添付すること。 

 

(3) 別紙(3)は、下記の事項について、次の様式により記載すること。 
関係会社以外の会社に対する出資の状況 

会社の名称 
資本金 

（Ａ）千円 
事業の概要 

出資の額 
（Ｂ）千円 

出資の比率 
(B)/(A)×100 

備考 

㈱○○○○○ x,xxx 
 

不動産業 xxx,xxx 
 

30％ 
 
 

㈱○○○放送 x,xxx 民間放送業 xxx,xxx 19％  

      

      

      

 

記載に当たっての注意事項 

注１  出資の額が 500万円以上又は申請対象会社の資本金の額の 10分の１以上の場合について
記載すること。 

注２  備考の欄は、次の事項を記載すること。 
(ｱ) 議決権の総数に対する議決権の比率が、出資の総額に対する出資の比率と異なるとき

は、その比率 
(ｲ) 出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、寄付金等の出資の種類 

 
 

  

以下、子会社以外の会社に対する出資ついて、下記の注意事項に従い該当するものを

全て記述 
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＜認定時に一以上の地上基幹放送事業者を子会社として保有し、 
二以上の基幹放送事業者を関係会社として保有している場合は提出不要＞ 

 

別表第六十三号 
 

認定放送持株会社子会社等保有届出書 
 

年  月  日 
 
総務大臣 殿 

 
郵便番号 100-1234 

住  所 東京都千代田区霞が関○－○－○ 

（ふりがな） 

名  称 株式
かぶしき

会社
がいしゃ

○○○ホールディングス 

（ふりがな） 

氏  名 代表取締役社長 中央
ちゅうおう

 一郎
いちろう

 

（法人又は団体にあつては、名称及び代表 

者の氏名。） 

電話番号 ○○-○○○○-○○○○ 

 
 一以上の地上基幹放送事業者を子会社として保有し、二以上の基幹放送事業者を関係会社として

保有することになつたので、放送法第160条第１項の規定により届け出ます。 
 
一以上の地上基幹放送事業者

を子会社として保有し、二以

上の基幹放送事業者を関係会

社として保有することとなつ

た年月日 

令和○○年○月○○日 

（○○テレビ㈱及び○○ラジオ㈱） 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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認定放送持株会社に関するＱ＆Ａ 

 

 質 問 回 答 

一般的事項 

１  放送法第１５９条第２項

第２号の「申請対象会社が、

基幹放送事業者でないこ

と。」については、いつの時

点のことなのか 

 持株会社設立の時点において、申請対象会社がどのよう

な状態であるかを審査します。 

 ２  ケーブルテレビ事業を行

う子会社は基幹放送事業者

に準ずるものになるのか。 

 子会社であるケーブルテレビ事業者（一般放送事業者）

は、資産要件の計算の際には、基幹放送事業者に準ずるも

のとして株式の取得価額に合算します。ただし、海外のケ

ーブルテレビ事業を行う社は除きます。 

子会社等の規定について 

３ 「子会社」の定義は？   子会社とは、持株会社がその会社の総株主等の議決権の

100分の50を超える議決権を保有している会社を指します。

この場合、申請対象会社及びその１以上の子会社がその会

社の総株主等の議決権の100分の50を超える議決権を保有

している場合も子会社と見なします。 

  

４ 「関係会社」の定義は？  関係会社とは、持株会社が支配関係を有している会社を

指します。 

５ 「関連会社」の定義は？ 関連会社とは、持株会社がその議決権の100分の20以上、

100分の50以下を保有している会社を指します。 

放送法第159条第２項第３号に規定する「申請対象会社の

子会社である基幹放送事業者に準ずるもの」として、資産

割合の計算において参入の対象となります。 

６ 直接保有だけでなく、子会

社を通じた間接保有（子会社

の子会社＝孫会社）も含まれ

るか？  

 子会社の子会社＝孫会社は、子会社と見なします。 

また、子会社が支配する会社は「関係会社」とみなされ

ます。 

決算時期等について 

７  審査の対象となる決算時

期はいつの時点か 

 認定申請直近の決算時期の時点を対象とします。 

  

８  持株会社が設立していな

い場合、貸借対照表等の決算

書類は、どうすれば良いのか 

 設立していない場合は、設立時の予定のものを提出して

下さい。 

資産要件について 

９ 認定放送持株会社の資産

要件で、分子として計上する

ものは何か。 

 子会社等（子会社及び関連会社）である基幹放送事業者

等の株式の取得価額、主として基幹放送事業者の放送業務

の密接関連業務を行う子会社等の株式の取得価額、放送の

業務（密接関連業務を含む）の用に供する設備その他有形

又は無形固定資産の額、子会社等である基幹放送事業者等
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に係る貸付金の額及び放送の業務（密接関連業務を含む）

に係る流動資産の額です。  

１０ 「放送の業務（密接関連業

務を含む）に係る流動資産」

の計算方法とは？ 

 申請対象会社が自ら行う放送の業務にかかる収益及び子

会社基幹放送事業者等との取引により生じた収益の合計額

を収益の総額で割った値を、流動資産の合計額に乗じたも

のです。 

１１ 認定放送持株会社の資産

要件で、分母から控除するも

のは何か。 

 分母から控除できるのは、子会社等以外の者に係る投資

その他の資産の額となります。 

１２  認定放送持株会社の資産

要件は、同会社の単体貸借対

照表（B/S）で計算されるの

か 

 その通りです。 

１３  認定を得られた後、資産要

件の検証は、どの程度の頻度

で行われるのか 

 制度上、事業年度ごとに計算書類の提出を求めることと

されており、その際、検証することになります。 

 万が一、認定の要件に適合しなくなったときは、認定を

取り消すこととなります。 

（放送法第１６６条第２項） 

１４  資産要件の計算時期はい

つの決算をもって行えば良

いか 

 申請をする直近の決算期で計算して下さい。 

ただし、申請対象会社が設立していない場合は、設立時と

します。 

１５ 申請対象会社の子会社で

密接関連業務を行う社を子

会社とする社があるが当該

子会社の株式取得価額を分

子に算入できるか 

基幹放送事業者及び密接関連業務を行う子会社の管理を

行う子会社であり、かつ、管理する密接関連業務を行う子

会社に係る資産について、総資産の100分の50を超えていれ

ば、算入可能です。 

  密接関連業務について、  

１６  「密接関連業務」とは何か。  放送法関係審査基準第１８条に規定するとおり、主とし

て基幹放送事業者の放送の業務に密接に関連する業務を行

う子会社等は、下記の業務が該当します。 

ア 放送番組を制作し、放送番組の制作に必要な装置を作

成し、又は放送に必要な施設を建設し、若しくは管理す

る業務 

イ 基幹放送事業者に対し、放送番組の制作に必要な装置

若しくは放送に必要な施設又は放送番組の制作に必要な

人員若しくは放送に必要な施設の管理に必要な人員を供

給する業務 

ウ 放送の進歩発達に必要な調査研究を行う業務 

エ 基幹放送事業者の業務に係る情報の処理に関する業務

を行う業務 

オ 基幹放送事業者の放送番組に係る著作物について、そ

の複製物を作成し、又は頒布する業務 

カ 基幹放送事業者において放送される放送広告を制作又

は販売する業務 

キ 基幹放送事業者の放送に係る音楽著作物を管理又は運

用する業務 

ク 基幹放送事業者の放送業務に係る不動産を賃貸又は管
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理する業務 

ケ 基幹放送事業者及び規則第１８３条各号に掲げる者

（子会社に限る。）の管理を行う業務 

コ 上記に掲げるもののほか、これらに類するもの 

１７  密接関連業務に該当する

ことを勘定科目で確認する

のか。又は別途証拠書類を提

出するのか 

 密接に関連する業務に係る収入又は資産の合計金額の当

該業務を行う者の総収入又は総資産の額に対する割合が

100分の50を超えることが分かる資料を作成の上、添付して

下さい。（様式適宜） 

１８ 

 

 業務内容の記載はどの程

度行えばよいか。 

 定款や業務報告書に記載した内容で結構です。 

１９  基幹放送事業者に対し必

要な人員を供給する業務と

は、供給先が総務・人事等の

一般管理業務も含まれるの

か。 

 放送法関係審査基準上、「放送番組の制作」に必要な人員

の供給とあり、会計上切り分けができない場合は、当該人

材供給業務の主たる目的や供給業務先の割合等を勘案して

判断いたします。 

＜放送法審査基準第１８条（４）イ 関係＞ 

２０  基幹放送事業者の業務に

係る情報の処理の業務の範

囲はどの程度か。 

 原則として、基幹放送事業者として行う放送に係る業務

が対象となります。その他の業務との切り分けができない

場合は、上記１９の考え方と同様。 

＜放送法審査基準第１８条（４）エ 関係＞ 

２１  基幹放送事業者の放送番

組に係る著作物には、映画や

イベントは含まれるか。 

 放送番組に係る著作物には、実際に放送された放送番組

のほか、放送用に制作されたが実際には放送されなかった

放送番組や放送番組の編集上必要な資料その他の放送番組

に関連するものに係る著作物も含まれるが、映画やイベン

トは、一般に当該映画等の制作又は上演自体を主たる目的

とするものであり、販促目的等で事前又は事後に当該映画

等の放送番組が放送されたとしても、本規定の対象には含

まれません。 

＜放送法審査基準第１８条（４）オ 関係＞ 

２２  基幹放送事業者の放送に

係る音楽著作物を管理・運用

する業務とはどのような事

業者か 

放送のために使われた音楽著作物のＣＤパッケージ販

売・配信や放送のために使われた映像著作物のビデオ・Ｄ

ＶＤ販売、放送のために使われた映像著作物のテレビ局へ

の放送権販売を行う事業者です。 

＜放送法審査基準第１８条（４）キ 関係＞ 

２３  上記業務において、放送に

よるプロモーション効果に

より、増加した収入（タイア

ップ、挿入歌、コンテンツ使

用等）は密接関連業務として

認められるか 

 ドラマの主題歌など放送番組の企画制作段階から、放送

との相乗効果を目的としていると認められるものは密接関

連業務として見なします。 

ただし、放送番組の企画制作段階から、放送との相乗効果

を目的としていないものについては、放送による直接の効

果として認められる販売増部分に限って密接関連業務とし

て認めます。 

＜放送法審査基準第１８条（４）キ 関係＞ 

２４  基幹放送事業者の放送番

組に係る著作物について、そ

の複製物を作成し、又は頒布

する業務は含まれるか 

 一義的な制作目的が放送であると認められ、かつ、放送

番組に係るものであれば含まれます。 

・放送局が制作した放送番組、放送局以外の者が制作した

放送番組を問わず、これらの２次使用料収入は密接関連業

務と見なします。 

・放送使用から得たソフトの２次使用（番組販売等）での

収入（ライツ収入）については、密接関連業務と見なしま
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す。＜放送法審査基準第１８条（４）オ 関係＞ 

２５  上記業務において、放送に

よる放映による収入増加分

は密接関連業務による収入

と認められるか 

 放送事業者が制作著作に関与している劇場映画、ソフト

については、密接関連業務として認められます。 

ただし、放送事業者が制作著作に関与していない劇場映画、

ソフトについては、当該劇場映画等を放送番組として放映

したことによる放映収入部分のみ認められます。 

＜放送法審査基準第１８条（４）オ 関係＞ 

２６  基幹放送事業者の放送に

係る不動産を賃貸・管理する

業務とはどのような事業者

か 

 基幹放送事業者の用に供する演奏所や送信所等の放送設

備に係る不動産（建物、土地等）やそれらの不動産の借地

権等を管理・賃貸する事業者などが想定されます。 

＜放送法審査基準第１８条（４）ク 関係＞ 

２７  上記の基幹放送事業者に

は密接関連業務を行う者と

の取引も含まれるのか 

 原則的に、基幹放送事業者から見た密接関連業務が対象

となりますが、密接関連業務を行う者と取引するものまで

は含まれません。 

２８ 

 

 適格株式交換により放送

局の子会社化を行う場合等

の「共同事業による再編成」

における「事業の相互関連

性」について、基幹放送事業

者でない認定放送持株会社

と相互関連性があると認め

られるか 

 租税特別措置法等の税制に係る解釈であり、総務省では

判断しかねます。 

 

２９  子会社、関連会社には会計

的にＬＬＣや有限責任事業

組合等も含まれると思うが、

資産要件の審査・判定ではど

のように扱われるのか。 

 ＬＬＣ等は「会社」でないため、資産要件の計算時に密

接関連業務を行う子会社等の株式の取得価格として計算で

きません（算出式の分子にはならない）が総資産から控除

する「子会社等でない者に係る投資その他の資産」に算入

できる可能性がありますので、個別にご相談下さい。 

３０ 

 

 密接関連業務を行う子会

社等について、 

放送事業に対する資産、役務

の提供を行っている者とい

うことで良いか、 

他の放送事業者に対して業

務を行っている社でも良い

か 

 密接に関連する業務に係る収益又は資産の合計金額の当

該業務を行う者の収益の額又は総資産の額に対する割合が

100分の50を超えていれば結構です。 

 他の放送事業者に対して業務を行っている社でも結構で

す。 

３１ 

 

放送の業務の用に供する

設備とその他の有形・無形資

産には、スタジオや送信所の

土地なども含まれるか 

 放送法審査基準第１８条（４）クの業務として含まれま

す。 

３２ 

 

 子会社等でない者に係る

投資有価証券について 

 

時価のある投資有価証券は

時価＝簿価としているので、

控除する場合は時価でよい

のか 

 時価＝簿価であれば、時価で良いということになります。 

 

  申請書の記載について 
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３３ 申請対象会社の子会社の

概要に関する事項 

全ての子会社を記載する

必要があるか 

孫会社等も含むか 

 直接所有・間接所有にかかわらず、全ての子会社を記載

する必要があります。また、孫会社も子会社に該当するた

め、含みます。 

３４ 別表６０号別紙１（１） 

取得価額が１００億の一

般放送事業者等があったと

して、投資評価引当金を５０

億積んでいる場合、取得価額

を記載するだけでよいか 

 総資産（資産要件計算式において、分母部分）から引当

金を差し引いている場合は、株式の取得価額（計算式の分

子部分）から同様に差し引くことが適当です。 

３５ 別表６０号別紙１（２） 

放送の業務に密接に関連

する業務を行う、子会社と関

連会社について記載するだ

けで良いか 

結構です。  

株式の取得価額を記載するとともに、業務の別の欄は、

密接に関連する事業の種類を記載し、記載した内容を証す

る書類を添付して下さい。 

３６ 収益又は資産の過半が基

幹放送事業に密接関連の収

益又は資産であることが条

件となっているが、いつの資

料により証すればよいか 

 申請をする直近の決算時期の資料により証明して下さ

い。 

３７ 別表６０号別紙１  （４） 

放送の業務の用に供する

設備の内容を証する書類と

はどのようなものか 

  申請対象会社の貸借対照表により、該当部分がわかるよ

うな資料をご提出下さい。 

３８ 別表６０号別紙  ２ 

子会社等でないものに係

る投資その他の資産を証す

る書類とはどのようなもの

か 

  申請対象会社の貸借対照表により、該当部分がわかるよ

うな資料をご提出下さい。 

３９ 申請対象会社及びその子

会社の事業収支の見積り 

（注１）の子会社を含めて

作成することとはどういう

意味か 

 申請対象会社と子会社全社の事業収支の見積りを合算し

た事業収支の見積りを作成して下さい。 

４０ 事業収支の見積の最初の

年度はいつか 

 申請対象会社が認定放送持株会社となる日を含む年度が

最初の年度となります。 

４１ 主たる出資者及び議決権

の数 

記載する基準日はいつか 

 認定放送持株会社発足時の予定を記入して下さい。 

４２ 役員に関する事項 

記載する基準日はいつか 

 上記に同じ。 

４３ 別表６１号別紙（１） 

吸収分割を予定している

が、吸収分割契約書を添付す

ることで良いか 

吸収分割契約書を添付していただければ結構です。 

４４ 別表６１号別紙（２） 

既に存在している子会社

 創業費、子会社株式の取得経費が発生しなければ空欄の

ままで結構です。 
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への吸収分割であるため、創

業費、子会社株式の取得経費

はないがどうすればよいか 

４５ 別表６０号２ 申請対象会

社の子会社の概要に関する

事項及び別表６１号別紙

（３）について、 

上場会社等の場合、資本金

（Ａ）÷出資の額（Ｂ）が出

資の比率にならない場合が

多いが、どうすればよいか 

 （Ａ）／（Ｂ）により算出される数字にかかわらず、出

資の比率（株式会社の場合、所有株式数÷発行済株式数）

をご記入ください。 

 議決権の比率が出資の比率と異なる場合は、その旨備考

欄にご記入下さい。 

 

 

 

その他 

４６ 持株会社の社長と子会社

の基幹放送事業者の代表取

締役の兼務は可能か 

子会社の基幹放送事業者１社のみの兼務は可能ですが、

それ以外の他の基幹放送事業者との代表取締役の兼務は認

められません（その他、常勤役員の兼務、役員の1/5兼任に

ついても、同様） 

なお、基幹放送事業者以外の子会社には、マスメディア

集中排除原則は適用にならないので、差し支えありません 

４７ 持株会社の社長と関係会

社（子会社を除く。）の基幹

放送事業者の代表取締役の

兼務は可能か 

兼務は不可能です。 

また、関係会社（子会社を除く。）の特定役員で持株会社

の特定役員の地位を兼ねる者の数が、持株会社の特定役員

の総数の１/５を超えることもできません。 

４８ 認定の要件の一つである

資産割合に係る要件（50%超）

は、どのような趣旨で定めら

れたのか 

認定放送持株会社には、外資規制の直接適用等、放送事

業者と同様の規律が課せられることとなるため、実態とし

て放送事業者を主要な子会社とする株式会社（主に放送に

関連する業務を行う企業グループ）であることが必要であ

り、そうした実態が外形的に判断できるよう、法律で資産

要件が規定されているものです。 

４９ 認定放送持株会社に対す

る議決権保有制限に関する

規定が３分の１となってい

るのはなぜか 

議決権保有制限に関する規定は、一の者による認定放送

持株会社の議決権保有割合が一定割合（保有基準割合）を

超えないものとすることにより、放送の多元性を確保しよ

うとするものです。 

また、放送の多元性等の確保に支障のない範囲内におい

て、保有基準割合をできるだけ高い割合に設定することに

より、自由な市場取引の確保にも配慮したものです。 
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※ 認定放送持株会社は、地上基幹放送事業者を地域数の制限なく支配可。

※ 地上基幹放送のほか、ＢＳ放送を行う衛星基幹放送事業者等を傘下に置くことが可能。（マス排省令第９条第３号）

丙県甲県

Ａ社
【地上テレビ】

丁県

認定放送持株会社の議決権保有の制限
（原則３分の１以下）

乙県

外資規制の直接適用

・議決権５分の１未満

マスメディア集中排除原則の緩和
（複数の地上基幹放送事業者（テレビ）を
傘下に置くことが可能）

認定の効果②

認定の効果① 認定の効果③

認定放送持株会社

認定放送持株会社制度は、経営の効率化、資金調達の容易化等のメリットを有する「持株会社によるグ

ループ経営」を放送事業経営の選択肢として拡大するもの。平成19年の放送法改正で制度化。

認定放送持株会社の認定を受けることにより、①外資規制の直接適用、②マスメディア集中排除原則
の特例（複数の地上基幹放送事業者を傘下に置くことが可能）等の効果が発生する。

【認定の要件】 ２者※以上の基幹放送事業者（地上基幹・衛星基幹）を支配していること。
※ うち１者は子会社であること、うち１社は地上基幹放送事業者であること

Ｂ社
【地上テレビ】

Ｃ社
【地上テレビ】

Ｄ社
【地上テレビ】

（放送法第159条第２項第５号イ・ロ） （放送法第164条）

（マス排省令第９条）

（マス排省令第９条）

（１）認定放送持株会社制度の概要

33 一の者（ｎ）

一の者（ａ）



制度を活用しない場合 制度を活用した場合

①地上基幹放送（テレビ）
（放送対象地域が重複する場合）

複数局の支配は不可 同左

②地上基幹放送（テレビ）
（放送対象地域が重複しない場合）

９局まで支配可 地域数の制限なく支配可

（マス排省令第９条）

③衛星基幹放送
（BS放送）

支配不可

※2分の1以下の議決権保有は可
０．５周波数まで支配可

（マス排省令第９条第３号）

④衛星基幹放送
（東経110度CS放送）

２周波数まで
支配可 同左

認定放送持株会社制度を活用する場合は、地上基幹放送（テレビ）及び衛星基幹放送（ＢＳ
放送）のそれぞれについて、特例として、更なる保有が可能となる。

（２）認定放送持株会社制度を活用した場合におけるマスメディア集中排除原則の特例 ①

34



※地上・ＢＳの兼営不可

（地上・BSがいずれも子会社である場合は役員
兼任可能。（マス排省令第14条））

（２）認定放送持株会社制度を活用した場合におけるマスメディア集中排除原則の特例 ②

①、②の例

※地域数の制限なく支配可 （マス排省令第９条）

③、④の例

※関係会社間の支配関係不可 ※0.5周波数まで保有可
（マス排省令第９条第３号イ・ロ） （マス排省令第９条第３号）

※2周波数まで保有可
（マス排省令第９条第１号）

乙県
甲県

Ｂ社
（地上テレビ）

Ｃ社
（地上テレビ）

Ａ社

Ａ社
（地上テレビ）

Ｃ社
（110度ＣＳ放送）

Ｂ社
（ＢＳ放送）

議決権10分の1超
保有不可
（マス排省令第９条第
１号）

Ｄ社
（地上テレビ）

丙県

×

× ×（地上テレビ）※地上・地上の兼営不可
（マス排省令第９条第２号イ）

※関係会社間の支配関係不可
（10分の１超３分の１以下の議
決権保有の場合は可）

（マス排省令第９条第２号ハ）

認定放送持株会社

丁県

× Ｅ社
（地上テレビ）

認定放送持株会社

議決権２分の1超
保有

議決権３分の1超
２分の１以下保有

議決権10分の1超
３分の１以下保有

議決権２分の1超
保有×

認定放送持株会社

基幹放送事業者（子会社以外）による
役員支配禁止

基幹放送事業者

（子会社）
基幹放送事業者

（子会社以外）

役員支配 役員支配×

（マス排省令第９条第４号・第５号）
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認定放送持株会社は複数の基幹放送事業者をその傘下に置く持株会社であることから、放送の多元性、多様性及び地域性を確保
するため、一の者が保有することができる認定放送持株会社の議決権を一定の割合以下に制限しているところ。 （放送法第164条）

①原則として「３分の１」 （放送施行規則第207条第１項）

②例外として持株傘下の地上基幹放送事業者と放送対象地域が重複する地上基幹放送事業者を支配する場合等は「１０分の１」
（放送法施行規則第207条第２項）

③上記②の場合であっても、全体としてテレビ１局・ラジオ（コミュニティ放送を除く）４局の範囲内であれば、「３分の１」
（放送法施行規則第207条第３項、第４項）

上記②の例 上記③の例

甲県 乙県

一の者

１０分の１を超える
議決権保有は不可

Ａテレビ局 Ｂテレビ局 Ｃラジオ局

議決権10%超
を保有

原則どおり３分の１を
超える議決権保有は不可

テレビ１局、ラジオ４局

認定放送持株会社

Ｂ・Ｃは関係会社（※）

（３）認定放送持株会社の議決権保有制限制度

一の者

Ａラジオ局 Ｂテレビ局 Ｃラジオ局

議決権10%超
を保有

認定放送持株会社

Ｂ・Ｃは関係会社（※）

甲県 乙県

※１０分の１超３分の１以下の議決権保有によるものを除く。※１０分の１超３分の１以下の議決権保有によるものを除く。
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資産割合制度は、認定放送持株会社には基幹放送事業者と同様の法的地位（外資規制の直接適用等）が付与されることを踏まえ、
認定放送持株会社が実態として放送事業者の経営管理を主要な業務とする持株会社であることを担保することを目的として導入。
（放送法第159条第２項第３号）

「子会社等である基幹放送事業者等に係る株式の取得価額（①）」、「放送の業務の用に供する設備その他の有形固定資産又は無
形固定資産（②）」、「子会社基幹放送事業者等に係る貸付金（③）」、「放送の業務に係る流動資産（④）」の合計額を「総資産の額
（⑤）」から「子会社等でない者に係る投資その他の資産の合計額（⑥）」を控除した金額で割った値が５０％超であること。（下図参照）

（４）認定放送持株会社の資産割合制度

５０％ ＜

④放送の業務に係る

流動資産※２

②放送の業務の用に
供する有形又は
無形固定資産

③子会社等である基
幹放送事業者等に係

る貸付金

⑤総資産の額
（右の資産を控除する。）

①子会社等である
基幹放送事業者等に係る

株式の取得価額※１

⑥子会社等以外の者
に係る投資その他

の資産

※１ 「子会社等である基幹放送事業者等」（放送法施行規則第183条）
①子会社又は関連会社である基幹放送事業者
②子会社又は関連会社である一般放送事業者
③基幹放送事業者、一般放送事業者又は基幹放送局提供事業者の業務に密接に関連する業務を行う子会社又は関連会社
④子会社又は関連会社である基幹放送局提供事業者

（注）「密接に関連する業務」とは、主として（原則として、密接に関連する業務に係る収入又は資産の合計金額の当該業務を行う者の収益の
額又は総資産の額に対する割合が１００分の５０を超える場合に限る。）、基幹放送事業者のために行う業務をいう。（放送法関係審査基準
第18条参照）

※２ 「放送の業務に係る流動資産」（放送法施行規則第183条の２第１号）
流動資産の総額に、損益計算書における放送の業務にかかる収益及び子会社基幹放送事業者等との取引により生じた収益の合計額を収益の

総額で割った値を乗じたもの。
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放送法（抜粋）

（認定）
第百五十九条
２ 総務大臣は、前項の認定の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の認定をしてはならない。
三 申請対象会社の子会社（子会社となる会社を含む。以下この条において同じ。）である基幹放送事業者（これに準ずるものとして総務省令で定めるも

のを含む。）の株式の取得価額（最終の貸借対照表において別に付した価額があるときは、その価額）その他当該基幹放送事業者の適切な経営管理を行
うために必要な資産として総務省令で定める資産の額の合計額の当該申請対象会社の総資産の額（総務省令で定める方法による資産の合計金額をいう。
）に対する割合が、常時、百分の五十を超えることが確実であると見込まれること。

放送法施行規則（抜粋）

（子会社である基幹放送事業者に準ずるもの）
第百八十三条 法第百五十九条第二項第三号（法第百六十五条第二項において準用する場合を含む。）の総務省令で定める申請対象会社（法第百五十九
条第一項の認定の申請をした会社又は当該認定を受けて設立される会社をいう。以下同じ。）の子会社（法第百五十八条第一項に規定する子会社をいう。
以下同じ。）である基幹放送事業者に準ずるものは、次に掲げる者とする。
一 関連会社（申請対象会社がその議決権の百分の二十以上、百分の五十以下を自己の計算において所有している会社をいい、関連会社となる会社を

含む。以下この条において同じ。）である基幹放送事業者
二 子会社等（子会社又は関連会社をいう。以下この条及び第百八十四条において同じ。）である一般放送事業者
三 主として基幹放送事業者（一般放送事業者を含む。以下この号において同じ。）に放送の業務の用に供する設備その他の資産を賃貸等する業務そ
の他の主として基幹放送事業者の放送の業務に密接に関連する業務を行う子会社等

四 子会社である基幹放送局提供事業者

（総資産の額の合計方法）
第百八十四条 法第百五十九条第二項第三号（法第百六十五条第二項において準用する場合を含む。）の総務省令で定める方法による資産の合計金額は、申

請対象会社の最終の貸借対照表（当該申請対象会社がその設立後最初の事業年度を終了していない場合においては、当該申請対象会社の成立時の貸借対照
表）による資産の合計金額から子会社等でない者に係る投資その他の資産の合計金額を控除した額とする。

「資産要件」関係条文（抜粋）

放送法関係審査基準（抜粋）

（認定の基準）
第１８条 認定は、次に掲げる要件に適合していると認めるときに行う。
(4) 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者及びこれに準ずる者として規則第１８３条各号に掲げる者の株式の取得価額及び規則第１８３条の２に規

定する資産の額の合計額の規則第１８４条に規定する当該申請対象会社の総資産の額に対する割合が、常時、１００分の５０を超えることが確実である
と見込まれること。

この場合において、規則第１８３条第３号の「主として」とは、原則として、密接に関連する業務に係る収益又は資産の合計金額の当該業務を行う者
の収益の額又は総資産の額に対する割合が１００分の５０を超える場合をいい、同号の「密接に関連する業務」とは、同号の基幹放送事業者のために行
う次の業務をいうものとする。

ア 放送番組を制作し、放送番組の制作に必要な装置を作成し、又は放送に必要な施設を建設し、若しくは管理する業務
イ 基幹放送事業者に対し、放送番組の制作に必要な装置若しくは放送に必要な施設又は放送番組の制作に必要な人員若しくは放送に必要な施設の管

理に必要な人員を供給する業務
ウ 放送の進歩発達に必要な調査研究を行う業務
エ 基幹放送事業者の業務に係る情報の処理に関する業務を行う業務
オ 基幹放送事業者の放送番組に係る著作物について、その複製物を作成し、又は頒布する業務
カ 基幹放送事業者において放送される放送広告を制作又は販売する業務
キ 基幹放送事業者の放送に係る音楽著作物を管理又は運用する業務
ク 基幹放送事業者の放送業務に係る不動産を賃貸又は管理する業務
ケ 基幹放送事業者及び規則第１８３条各号に掲げる者（子会社に限る。）の管理を行う業務
コ 上記に掲げるもののほか、これらに類するもの
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別表第六十号（第 187条関係） 

 

認定放送持株会社認定申請書 

 

年   月   日 

 総務大臣 殿 

 

郵 便 番 号 

住     所 

（ふりがな） 

氏     名（法人又は団体にあつては、名称及び 

代表者の氏名。） 

電 話 番 号 

法 人 番 号 

（ 注 １ ） 

 

 認定放送持株会社の認定を受けたいので、放送法第 159条第３項の規定により申請します。 

 

１ 申請対象会社に関する事項 

名称  

住所  

事務上の 

連絡先 

担当部署  

住所  

担当者  

電話番号  

特定役員の氏名（注２）  

外国人等直接保有議決権割合（注３） ％ 

外国人等直接保有議決権割合と外国人等間接保有議決

権割合とを合計した割合（注３） 
％ 

欠格事由の

有無 

（注４） 

特定役員（法第159条第２項第５号イ）

（注５） 
□ 有  □ 無 

議決権の割合（同号イ及びロ）（注

６） 
□ 有  □ 無 

処分歴等（同号ハからヌまで） □ 有  □ 無 

（注１） 法人番号の欄は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

第２条第 15項に規定する法人番号を記載すること。 

（注２） 次に掲げる様式により記載すること。 
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ふりがな 
住所 役名 特定役員への該当の有無 日本の国籍の有無 備考 

氏名 

      □有 □無 □有 □無   

注１ 特定役員とは、表現の自由享有基準第２条第 13号に規定する業務執行役員及び同条第 14号

に規定する業務執行決定役員をいう。 

注２ 住所の欄は、住民基本台帳に記載された住所の都道府県市区町村（外国に住所を有する者に

あつてはこれに準ずるもの）を記載すること。 

注３ 役名の欄は、代表権を有する役員については役名の前に「㈹」の文字を、常勤の役員につい

ては役名の後に「（常）」の文字を付記すること。 

注４ 日本の国籍の有無の欄は、特定役員に該当する場合に記載すること。 

注５ 備考の欄は、予定のものについてはその旨を記載すること。 

注６ 特定役員が日本の国籍を有することを証する書類（例：戸籍抄本、本籍の記載のある住民票

又は旅券（現に有効なものに限る。）の写し）を添付すること。また、登記事項証明書を添付

すること。 

（注３） 小数点第３位を四捨五入し小数点第２位まで記載すること。ただし、四捨五入する前の割合

が 20%未満である場合において、小数点第３位を四捨五入して 20.00%となるときは四捨五入せ

ず、割合が 20%未満であることがわかる小数点以下の位まで記載し、その位未満の端数は切り

捨てて記載すること（例：19.999456%の場合は 19.9994%まで記載すること。）。また、記載事

項を証するものとして、次の様式を添付すること。 

ア 議決権の総数 

区  分 株式数（株） 議決権の数（個） 

発行済株式 

無議決権株式(Ａ)   

議決権制限株式(Ｂ)   

完全議決権株

式 

自己保有株式(Ｃ)   

相互保有株式(Ｄ)   

申請者（子会社を含む。）における株主の相互保

有対象議決権の総数の４分の１以上の保有の有無 
□ 有 □ 無 

特定外国株式等(Ｅ)   

その他(Ｆ)   

単元未満株式(Ｇ)   

総数(Ｈ)   

備考 １単元の株式数   

注１ 最近日現在の議決権の状況について記載すること。 

注２ (Ａ)の欄は、会社法第 108条第１項第３号の規定により、株主総会の全部の事項について議

決権を行使することができない株式（同法第 189条第１項に定める、単元株式数に満たない数

の株式（以下この別表において「単元未満株式」という。）を除く。以下この別表において「

無議決権株式」という。）の総数を記載し、当該株式は議決権の数に含めない。 

注３ (Ｂ)の欄は、会社法第 108条第１項第３号の規定により、株主総会の一部の事項について議

決権を行使することができない株式（単元未満株式を除く。以下この別表において「議決権制

限株式」という。）の総数を記載し、当該株式は議決権の数に含める。 

注４ (Ｃ)の欄は、無議決権株式又は議決権制限株式以外の株式（単元未満株式を除く。以下この
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別表において「完全議決権株式」という。）のうち、会社法第 308条第２項の規定により議決

権を有しない株式（以下この別表において「自己保有株式」という。）の総数を記載するこ 

と。 

注５ (Ｄ)の欄は、完全議決権株式のうち、会社法第 308条第１項及び会社法施行規則第 67条第

１項に定める、株式会社が株主の経営を実質的に支配することが可能な関係にある場合におけ

る当該株主が保有する株式（以下この別表において「相互保有株式」という。）について、申

請者（子会社を含む。）における株主の同項に定める相互保有対象議決権の総数の４分の１以

上の保有の有無を確認し該当する□にレ印を付けた上で、総数を記載すること。 

注６ (Ｅ)の欄は、法第 161条第１項又は同条第２項において準用する法第 116条第２項の規定に

より株主名簿への記載又は記録を拒否している株式、法第 161条第２項において準用する法第

116条第３項の規定により議決権が制限されている株式及び法第 164条第１項の規定により議

決権を有しないこととなる株式（以下この別表において「特定外国株式等」という。）の数を

種類ごとに記載すること。 

注７ (Ｆ)の欄は、自己保有株式、相互保有株式又は特定外国株式等に該当する株式以外の完全議

決権株式について、株式数及び議決権の数を記載すること。 

注８ (Ｇ)の欄は、単元未満株式の総数を記載すること。 

注９ (Ｈ)の欄は、発行済株式及び議決権の総数を記載すること。 

注 10 表に記載の内容を証する書類（例：株式分布状況表、株主名簿（全ての株主について記載が

あるもの。）、有価証券報告書、定款等の議決権の数の状況が分かる資料）を添付すること。

法人(表に記載の内容に関する事項の登記を要しない者を除く。)にあつては、登記事項証明書

を添付すること。 

注 11 単元株式数を定款で定めていない株式会社にあつては、１単元の株式数の欄の記載を要しな

い。 

注 12 法第 159条の認定を受けて設立される株式会社にあつては、設立時発行株式の状況を記載す

ること（イにおいて同じ。）。 

イ 議決権割合に関する事項 

区  分 

氏
名
又
は
名
称 

住
所
(Ａ) 

法
人
番
号
(Ｂ) 

株
式
数
(株)
(Ｃ) 

議
決
権
の
数
(個)
(Ｄ) 

(Ｄ)
／
議
決
権
の
総
数
(％)
(Ｅ) 

外資系日本法人
の議決権を有す
る外国法人等 

(Ｅ)
の
比
率
(％)
(Ｈ) 

(Ｅ)
×
(Ｇ)
(％)
(Ｉ) 

備
考 

氏
名
又
は
名
称
(Ｆ) 

外資系日本法
人の議決権の
総数に対する
議決権の比率
(％) 

(Ｇ) 

外
国
法
人
等 

議決権の総数
の1000分の１
以上を占める
者 

           

議決権の総数
の1000分の１
未満を占める
者の合計 
（計 者） 

(Ｊ) 
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外
資
系
日
本
法
人 

議決権の総数
の10分の１以
上を占める者 

           

合  計           
注１ 外国法人等とは、法第 159条第２項第５号イ⑴から⑶までに掲げる者をいい、外資系日本法

人とは、外国法人等が議決権を有する日本の法人又は団体をいう。外資系日本法人の議決権を

有する外国法人等については、第 185条第４項の規定により外国法人等とみなされる法人又は

団体についても記載すること。 

注２ (Ａ)の欄は、都道府県市区町村（外国法人等にあつてはこれに準ずるもの）を記載するこ

と。この場合において、法人又は団体にあつては本店又は主たる事務所の所在地を記載するこ

と。 

注３ (Ｂ)の欄は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２

条第 15項に規定する法人番号を有する場合に記載すること。ただし、法人番号が不明の場合

は記載を要しない。 

注４ (Ｄ)の欄は、(Ｃ)から株主総会の議決権を有しないこととされる株式（アの(Ｂ)の議決権制

限株式を除く。）の数を減じて計算した数を記載すること。 

注５ (Ｅ)の欄は、アの(Ｈ)に記載した議決権の総数に対するイの(Ｄ)の比率を記載すること。 

注６ (Ｆ)及び(Ｇ)の欄は、次の場合に記載すること。 

(ア) 申請者の議決権の総数の 10分の１以上を占める外資系日本法人について、当該外資系日

本法人に対して一の外国法人等が 10分の１以上の議決権を有する場合。なお、当該外資系

日本法人に対して 10分の１以上の議決権を有する外国法人等が二以上ある場合は、それぞ

れの外国法人等について記載すること。 

(イ) 一の外国法人等が申請者の議決権を有する二以上の外資系日本法人の議決権を有している

場合であつて、これらの議決権の割合の全部又は一部が 10分の１未満であるときに、当該

外資系日本法人が直接に占める申請者の議決権の割合（1000分の１以上であるものに限

る。）に、当該一の外国法人等が占める外資系日本法人の議決権の割合を乗じて計算し、当

該一の外国法人等に関する割合を合算した結果が 10分の１以上となる場合。 

注７ (Ｉ)の欄は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率を乗じて計算した比率を記載すること。 

(ア) (Ｇ)の比率が２分の１を超える場合は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率を乗ずることなく、(Ｅ)

の比率をそのまま(Ｉ)の欄に記載すること。 

(イ) 外資系日本法人に二以上の外国法人等が議決権を有する場合は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率

を合算した比率を乗じて計算した比率を記載すること。ただし、一の外国法人等が当該外資

系日本法人の２分の１を超える議決権を有する場合は、(Ｅ)の比率に(Ｇ)の比率を合算した

比率を乗ずることなく、(Ｅ)の比率をそのまま(Ｉ)の欄に記載すること。 

注８ (Ｅ)及び(Ｇ)から(Ｉ)までの欄は、合計の欄以外の欄は小数点第３位を四捨五入し小数点第

２位まで記載し、合計の欄は、上欄に記載した四捨五入した後の比率の合算値を記載するので

はなく、四捨五入せずに計算した各値の合算値を記載すること。当該合算値については、小数

点第３位を四捨五入し小数点第２位まで記載すること。ただし、四捨五入する前の比率が 20%

未満である場合において、小数点第３位を四捨五入して 20.00%となるときは四捨五入せず、比

率が 20%未満であることがわかる小数点以下の位まで記載し、その位未満の端数は切り捨てて
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記載すること（例：19.999456%の場合は 19.9994%まで記載すること。）。 

注９ 備考の欄は、第 185条第３項から第５項までの規定に該当する場合は、その旨を記載するこ

と。外資系日本法人にあつては、これらに加えて(Ｇ)の比率の確認方法を記載すること。 

注 10 (Ｊ)の欄は、議決権の総数の 1000分の１未満を占める外国法人等について合算して記載す

ること。この場合において、当該外国法人等の数を「（計 者）」に記載すること。 

注 11 (Ｃ)及び(Ｄ)を証する書類（例：株式分布状況表、株主名簿（全ての株主について記載があ

るもの。）、有価証券報告書等の議決権の数の状況が分かる資料）を添付すること。法人((Ｃ

)及び(Ｄ)に関する事項の登記を要しない者を除く。)にあつては、登記事項証明書を添付する

こと。 

（注４） 欠格事由の有無は、法第 159条第 2項第 5号の欠格事由の有無について記載するものとし、

同欄の□には、該当する事項にレ印を付けること。 

（注５） （注２）の様式により欠格事由の有無を確認の上、記載すること。 

（注６） （注３）の様式により欠格事由の有無を確認の上、記載すること。 

（注７） 登記事項証明書を添付すること。 
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２ 申請対象会社の子会社の概要に関する事項 

区分 名称 事業の概要 
資本金 

(Ａ) 

出資の額 

(Ｂ) 

出資の比率 

(B)/(A)×100 
備考 

   

 
千円 千円 ％ 

 

（注１） 区分の欄は、申請対象会社、地上基幹放送の業務を行う者、地上基幹放送の業務以外を行

う基幹放送事業者又はその他の別を記載すること。 

（注２） 備考の欄は、議決権の総数に対する議決権の比率が出資の総額に対する出資の比率と異な 

るときの当該議決権の比率を記載すること。 

（注３） 申請対象会社及び各子会社の定款又は登記事項証明書を添付すること。 

 

３ 申請対象会社の関係会社である基幹放送事業者の概要 

名称 事業の概要 資本金(Ａ) 出資の額(Ｂ) 
出資の比率

(B)/(A)×100 
備考 

      

（注１） 備考の欄は、議決権の総数に対する議決権の比率が出資の総額に対する出資の比率と異な

るときの当該議決権の比率を記載すること。 

（注２） 関係会社の定款又は登記事項証明書を添付すること。 

 

４ 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者の株式の取得価額等の合計額の総資産の額に対する

割合に関する事項 

（注１） 別紙にその内訳を記載すること。 

（注２） (a)の(b)に対する割合が、常時、50％を超えることが確実であると見込まれることを証す

る書類を添付すること。 

 

５ 申請対象会社及びその子会社の事業収支の見積り 

 （ ）年度 （ ）年度 （ ）年度 （ ）年度 （ ）年度 

 

１ 収       益 

営業収益 

営業外収益 

２ 費       用 

営業費用 

営業外費用 

３ 当 期 経 常 損 益 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

備       考      

（注１） 申請対象会社及びその子会社を含めて作成すること。 

子会社である基幹放送事業者等の株式の取得価額の合計額  (a) 千円 

申請対象会社の総資産の額  (b) 千円 

割合(a)/(b)×100 ％ 
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（注２） 別紙において、申請対象会社及びその子会社のそれぞれの見積書を作成すること。 

（注３） 事業収支の見積りについての参考となる資料を添付すること。 

（注４） 備考の欄は、事業収支が相償わない場合における措置及び収支の見込みに関する重要な事

項を記載すること。 

（注５） 直近３箇年の申請対象会社及びその子会社の貸借対照表及び損益計算書を添付すること。 

 

６ 主たる出資者及び議決権の数 

氏名又は名称 住所 職業 
議決権の総数に対する議

決権の数及び比率（％） 

特定株式に係る株主に

関する事項 
備考 

        

（注１） 議決権の総数に対する議決権の比率が100分の１以上の者について記載すること。また、

特定株式に係る議決権の割合が100分の５以上となる特定株式があるときは、それぞれの株

主について、その属する特定株式に係るグループを明確にした上で、特定株式に係る株主に

関する事項の欄に次の事項を記載すること。 

１ 特定株式（第204条の関係にある者であつて株主名簿に記載され、又は記録されている

者が有する株式に限る。）に係る議決権保有割合 

２ 特別地上基幹放送事業者（第207条第５項第３号に規定する「特別地上基幹放送事業者

」をいう。）である者又はそれを支配する者であるときはその旨 

３ 法第164条第１項の規定により議決権を有しないこととなる株式がある場合における当

該株式の数 

（注２） 設立中の場合は、発起人全員について記載すること。 

（注３） 増資その他の理由により、将来において議決権の総数に対する議決権の比率が100分の１

以上となる予定がある場合は、それについて併せて記載すること。 

（注４） 法人又は団体にあつては、名称に代表者氏名を付記すること。 

（注５） 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。この場合において、法人又は団体にあつ

ては本店又は主たる事務所の所在地を記載すること。 

（注６） 職業の欄は、法人又は団体にあつては「何事業」、個人にあつては「何㈱㈹専務（常）」、

「雑貨商店主」のように記載すること。この場合において、法人又は団体の代表権を有する

役員については役名の前に「㈹」の文字を、常勤の役員については役名の後に「（常）」の

文字を付記すること。 

（注７） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

ア 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

イ 出資の予定のものについてはその旨 

（注８） 議決権の取扱いは、次のア及びイに定めるところにより計算し、記載すること。 

ア 一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権に係る株式の所有者の名義

が異なつていても、その議決権は、当該一の者の有する議決権とするものとする。また、

一の者が、未公開株式に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指図を行うことが

できる権限を有する場合等、信託の受託者が当該一の者の意思と同一の内容の議決権を行

使すると認められる場合においては、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなして

計算すること。 

イ 法人又は団体が申請対象会社の議決権を有する場合にあつては、一の者の役員が当該法
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人又は団体の過半数の役員等（株式会社にあつては役員、その他の法人又は団体にあつて

は当該法人又は団体の意思決定機関において議案に対する意思表示を行う権利を有する構

成員）を兼ねているときに、その議決権は当該一の者の有する議決権とみなして計算する

こと。 

 

７ 役員に関する事項 

ふりがな 
住所 役名 担当部門 兼職 特定役員への該当の有無 備考 

氏名 

          □有 □無   

（注１） 特定役員とは、表現の自由享有基準第２条第 13 号に規定する業務執行役員及び同条第 14

号に規定する業務執行決定役員をいう。 

（注２） 住所の欄は、住民基本台帳に記載された住所の都道府県市区町村を記載すること。 

（注３） 役名の欄は、代表権を有する役員については役名の前に「(代)」の文字を、常勤の役員に

ついては役名の後に「(常)」の文字を付記すること。 

（注４） 兼職の欄は、基幹放送の業務を行う事業及び新聞事業に係るものについてはその全部を、

その他のものについてはその代表的なもの（代表権を有する特定役員又は常勤の特定役員が

一の法人又は団体の代表権を有する特定役員又は常勤の特定役員の地位を兼ねる場合及び複

数の特定役員が一の法人又は団体の特定役員の地位を兼ねる場合における当該一の法人又は

団体に係るものを含む。）を（注３）に準じて記載すること。 

（注５） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

   ア 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

   イ 予定のものについてはその旨 

（注６） 役員又は役員予定者の履歴書を添付するほか役員予定者については役員就任承諾書を添付

すること。 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

 

（別紙） 

１ 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者及びこれに準ずるものの株式の取得価額等 

 (1) 申請対象会社の子会社である基幹放送事業者及びこれに準ずるもの（主として基幹放送事業者

の放送の業務に密接に関連する業務を行う子会社等を除く。）の株式の取得価額 

（注１） 事業の別の欄は、基幹放送事業者、基幹放送局提供事業者又は一般放送事業者に係る事業

の別を記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

 (2) 主として基幹放送事業者の放送の業務に密接に関連する業務を行う子会社等の株式の取得価額 

子会社又は関連

会社の別 
事業の別 事業者名 出資割合 

株式の取得価額 

（千円） 
備考 

      

      

合計   
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（注１） 業務の別の欄は、密接に関連する事業の種類を記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

 (3) 流動資産のうち放送の業務に係る資産 

（注１） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

（注２） 放送の業務に係る収益の額は、第 183 条の２第１号イ及びロに掲げる収益の額の合計額を

記載すること。 

 

 (4) 業務の用に供する設備その他の有形固定資産又は無形固定資産 

（注１） 主要な資産ごとに記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

 (5) 子会社基幹放送事業者等に係る貸付金（設立後最初の事業年度を経過している場合にあつては、

流動資産に属する者を除く。） 

（注１） 主要な資産ごとに記載すること。 

（注２） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

２ 申請対象会社の資産 

 子会社等でない者に係る投資その他の資産 

子会社又は関

連会社の別 業務の別 事業者名 
「主として」

に該当する理

由 

出資割

合 

株式の取得価額 

（千円） 
備考 

       

       

合計   

損益計算書の収益の額(Ａ) 千円 

(Ａ)のうち放送の業務に係る収益の額(Ｂ) 千円 

流動資産の合計額(Ｃ) 千円 

流動資産のうち放送の業務に係る資産の額 

(C)×（(B)/(A)） 
千円 

有形無形の別 資産の内容 提供相手 資産の額（千円） 備考 

     

     

合計   

貸付先 貸付金の額（千円） 備考 

   

   

合計   

資産の別 資産の内容 投資先等 資産の額（千円） 備考 
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（注） 記載した内容を証する書類を添付すること。 

 

 

３ 申請対象会社及びその子会社の事業収支の見積り 

 （ ）年度 （ ）年度 （ ）年度 （ ）年度 （ ）年度 

 

１ 収       益 

営業収益 

営業外収益 

２ 費       用 

営業費用 

営業外費用 

３ 当 期 経 常 損 益 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

備       考      

（注１） 申請対象会社及びその子会社ごとに作成すること。 

（注２） 項目の欄は、適宜必要な項目を追加して作成すること。 

（注３） 備考の欄は、事業収支が相償わない場合における措置を記載すること。 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

 

 

 

 

  

     

合計   
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別表第六十一号（第 189条第１項関係） 

 

事 業 計 画 書 

（別紙） 
□(1) 資本又は出資に関する事項 
□(2) 関係会社の株式の取得その他申請対象会社の事業に要する資金及びその調達方法 
□(3) 関係会社以外の会社に対する出資の状況 

  

短   辺        （日本産業規格Ａ列４番によること。） 
 
(1) 別紙(1)は、次の様式により記載すること。 
ア 既存の株式会社の場合 

資本又は出資の額 発行済株式の額及び
その株式数 

増資予定の期日、
額及びその株式数 

増資後の資本の額
及びその株式数 

   

 注１ 申請対象会社が、現に一以上の地上基幹放送事業者をその子会社とし、二以上の基幹放

送事業者をその関係会社としようとしている会社である場合であつて、定款に基幹放送
事業者の株式を所有することにより、当該会社の事業活動を支配・管理することについ
ての定めがない場合は、申請を行うことを決議した取締役会等の議事録の写しを添付す
ること。 

 注２ 申請対象会社が、一以上の地上基幹放送事業者をその子会社とし、二以上の基幹放送事
業者をその関係会社としようとする会社である場合は、次の書類を添付すること。 

(ｱ) 申請対象会社又はその関係会社による基幹放送事業者の議決権の取得が株主総会
又は取締役会の決議を要するものである場合には、これに関する株主総会の議事録
又は取締役会の議事録の写し 

(ｲ) 株式移転を行う場合にあつては、株式移転計画の内容を記載した書面 
(ｳ) 新設分割を行う場合にあつては、新設分割計画の内容を記載した書面 
(ｴ) 吸収分割を行う場合にあつては、吸収分割計画の内容を記載した書面 

(ｵ) 吸収合併を行う場合にあつては、合併計画の内容を記載した書面 
イ 設立中の場合 

資本又は出資の額 発起人引受けの株式
数及びその額 

募集の株式数及び
その額 

合計 

   

 注 申請対象会社が一以上の地上基幹放送事業者をその子会社とし、二以上の基幹放送事業者
をその関係会社とする場合は、アに準ずる書類を添付すること。 

 
(2) 別紙(2)は、次の様式により記載すること。 

用途別資金の額 資金調達の方法 

 
創業費 
関係会社株式の取得経費 
その他 

合 計 

千円  

 注１ 資金調達の方法の欄は、資本金、出資金、社債、借入金等の別及び金額を記載すること。 
 注２ 最終の貸借対照表（その設立後最初の事業年度を終了していない場合においては、設立

時の貸借対照表）、損益計算書、株式引受承諾書の写し、融資証明書等資金調達の確実
性を証明する書類を添付すること。 

長 

辺 
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(3) 別紙(3)は、下記の事項について、次の様式により記載すること。 
関係会社以外の会社に対する出資の状況 

会社の名称 資本金(Ａ) 事業の概要 出資の額(Ｂ) 
出資の比率 
(B)/(A)×100 

備考 

 千円  千円 ％  

 注１ 出資の額が 500 万円以上又は申請対象会社の資本金の額の 10 分の１以上の場合につい
て記載すること。 

 注２ 備考の欄は、次の事項を記載すること。 
(ｱ) 議決権の総数に対する議決権の比率が、出資の総額に対する出資の比率と異なると

きは、その比率 

(ｲ) 出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、寄付金等の出資の種類 
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別表第六十二号（第 192条関係） 
認定放送持株会社認定証 

認 定 の 年 月 日   

認 定 の 番 号  

認定放送持株会社の名称  

備 考  

    年 月 日                     総 務 大 臣  印 

短     辺        （日本産業規格Ａ列４番によること。） 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

  

長 

辺 
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別表第六十三号（第 197条関係） 
 

認定放送持株会社子会社等保有届出書 
 

年  月  日 
 
総務大臣 殿 

 
郵 便 番 号 

住     所 

（ふりがな） 

氏     名（法人又は団体にあつては、名称及び 

代表者の氏名。） 

電 話 番 号 

 
 一以上の地上基幹放送事業者を子会社として保有し、二以上の基幹放送事業者を関係会社とし

て保有することになつたので、放送法第 160条第１項の規定により届け出ます。 
 
一以上の地上基幹放送事業者

を子会社として保有し、二以

上の基幹放送事業者を関係会

社として保有することとなつ

た年月日 

 

 

 

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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別表第六十四号（第 198条関係） 
 

認定放送持株会社変更届出書 
 

年  月  日 
 
総務大臣 殿 

 
郵 便 番 号 

住     所 

（ふりがな） 

氏     名（法人又は団体にあつては、名称及び 

代表者の氏名。） 

電 話 番 号 

 
   年  月  日付け第   号により認定を受けた認定放送持株会社について、下記のと

おり変更がありましたので、放送法第 160条第２号の規定により届け出ます。 
 

記 
 
１ 変更事項 
２ 変更理由 
注１ 別表第六十号を用いて、変更事項について変更後の現状及び変更箇所が分かるよう記載

したものを添付すること。 
注２ 変更が行われたことを証する書類を添付すること。 
注３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 
 
  

44 
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別表第六十四号の二(第203条の２関係) 

外国人等による議決権の保有制限等に係る規定の遵守状況の報告書 

年  月  日 

 総務大臣 殿 

郵 便 番 号           

住 所           

(ふりがな )           

氏 名（法人又は団体にあつ

ては、名称及び代表

者の氏名） 

電 話 番 号           

法 人 番 号           

( 注 １ )           

 

放送法第161条の２の規定により、  年 月 日から  年 月 日までの外国人等

による議決権の保有制限等に係る規定の遵守状況を、次のとおり報告します。 

欠格事由に該当することとならないよ

うにするために講じた措置の実施状況 

 

変更の届出を要しなかつた外国人等直

接保有議決権割合又は外国人等保有議

決権割合の変更(注２) 

変更年月日 変更前 変更後 

 ％ ％ 

外国人等直接保有議決権割合又は外国

人等保有議決権割合に係る様式の内容

の変更(注３) 

変更年月日 

 

再発を防止するために講じた措置の実

施状況(注４) 

 

（注１） 法人番号の欄は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を記載すること。 

（注２） 記載の事業年度に係る法第160条第２号括弧書の総務省令で定める変更の全

てについて記載すること。記載に当たつては、小数点第３位を四捨五入し小数

点第２位まで記載すること。ただし、四捨五入する前の割合が20%未満である場

合において、小数点第３位を四捨五入して20.00%となるときは四捨五入せず、

割合が20%未満であることがわかる小数点以下の位まで記載し、その位未満の端

数は切り捨てて記載すること（例：19.999456%の場合は19.9994%まで記載する

こと。）。また、変更内容を証するものとして、別表第六十号の１の（注３）

に規定する様式を添付すること。このとき、変更箇所に※印を付し、備考欄又

は余白に変更年月日を記載し、当該注において当該様式の内容を証する書類と

して添付することとされている書類を添付すること。 

（注３） 記載の事業年度に係る第203条の４第１号に規定する外国人等直接保有議決
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権割合又は外国人等保有議決権割合に変更がないものであつて、別表第六十号

の１の（注３）に規定する様式の内容に変更があつたものの全てについて記載

し、変更内容を証するものとして同様式を添付すること。このとき、変更箇所

に※印を付し、備考欄又は余白に変更年月日を記載し、当該注において当該様

式の内容を証する書類として添付することとされている書類を添付すること。 

（注４） 過去５年以内に法第166条第２項の規定により認定を取り消さないこととさ

れた認定放送持株会社に限る。 

（注５） 用紙の大きさは、日本産業規格A列４番とすること。 
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別表六十五号（第 208条第 1項関係） 

 

第１  申請書 

認定放送持株会社承継申請書 

 
年  月  日 

 
総務大臣 殿 

 
郵 便 番 号 

住     所 

（ふりがな） 

氏     名（法人又は団体にあつては、名称及び 

代表者の氏名。） 

電 話 番 号 

法 人 番 号 

（ 注 １ ） 

 

 放送法第 165 条第 1 項の規定により、認定放送持株会社の地位を承継したいので、下記により

別紙の書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 合併又は会社分割当事者 

（ふりがな） 
名称 

住所（本店の所在地） 
（ふりがな） 

代表者氏名等（注２） 

   

２ 合併後存続する株式会社若しくは合併により設立される株式会社又は会社分割により認定

放送持株会社の事業の全部を承継する株式会社 

  住    所（本店又は主たる事務所の所在地） 

（ふりがな） 

  名    称 

（ふりがな） 

  代表者氏名 

３ 合併又は会社分割決議の年月日及び合併又は会社分割がその効力を生ずる予定年月日 

４ 合併又は会社分割の理由 

５ 認定放送持株会社の地位の承継を必要とする理由 

６ 承継に係る認定放送持株会社の名称 

認定の番号（注３） 
認定放送持株会社の名称 

 

７ 事業計画書及び事業収支見積り 



58 
 

８ 欠格事由に関する事項（法第 159 条第２項第５号の欠格事由の有無について記載するもの

とし、同欄の□には、該当する事項にレ印を付け、併せて別表第六十号の１の（注２）及び

（注３）に規定する様式を添付すること。） 

欠格事由の

有無 

特定役員（法第 159条第２項第５号イ） □ 有  □ 無 

議決権の割合（同号イ及びロ） □ 有  □ 無 

処分歴等（同号ハからヌまで） □ 有  □ 無 

注１ 法人番号の欄は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律第２条第 15項に規定する法人番号を記載すること。 

注２ 代表者の役職名及び氏名を記載すること。 

注３ 第 192条の規定に基づき交付する認定証に記載された認定の番号を記載すること。 

注４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

第２  添付書類 

 １ 合併契約書又は会社分割計画書若しくは会社分割契約書の写し 

 ２ 株主総会の決議録その他合併又は会社分割に関する意思の決定を証するに足りる書類 

 ３ 合併後存続する株式会社若しくは合併により設立される株式会社又は会社分割により認定

放送持株会社の事業の全部を承継する株式会社の定款又は定款案 
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別表第六十六号（第 209条第 1項関係） 

 

第１  申請書 

認定放送持株会社承継申請書 

 

年  月  日 
 
総務大臣 殿 

 
郵 便 番 号 

住     所 

（ふりがな） 

氏     名（法人又は団体にあつては、名称及び 

代表者の氏名。） 

電 話 番 号 

法 人 番 号 

（ 注 １ ） 

 

 放送法第 165 条第１項の規定により、認定放送持株会社の地位を承継したいので、下記により

別紙の書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 譲渡会社 

（ふりがな） 
名称 

住所（本店の所在地） 
（ふりがな） 

代表者氏名等（注２） 

   

２ 譲受会社が認定放送持株会社の事業の全部を譲り受ける年月日 

３ 事業の譲受けの理由 

４ 認定放送持株会社の地位の承継を必要とする理由 

５ 承継に係る認定放送持株会社の名称 

認定の番号（注３） 
認定放送持株会社の名称 

 

６ 事業計画書及び事業収支見積り 

７ 欠格事由に関する事項（法第 159 条第２項第５号の欠格事由の有無について記載するもの

とし、同欄の□には、該当する事項にレ印を付け、併せて別表第六十号の１の（注２）及び

（注３）に規定する様式を添付すること。） 

欠格事由の

有無 

特定役員（法第 159条第２項第５号イ） □ 有  □ 無 

議決権の割合（同号イ及びロ） □ 有  □ 無 

処分歴等（同号ハからヌまで） □ 有  □ 無 

注１ 法人番号の欄は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す



60 
 

る法律第２条第 15項に規定する法人番号を記載すること。 

注２ 代表者の役職名及び氏名を記載すること。 

注３ 第 192条の規定に基づき交付する認定証に記載された認定の番号を記載すること。 

注４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

第２  添付書類 

 １ 事業の譲渡に関する契約書の写し 

 ２ 譲受会社の定款及び登記事項証明書 
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別表第六十七号（第 210条関係） 
 

認定放送持株会社認定取消申請書 
 

年  月  日 
 
総務大臣 殿 

 
郵 便 番 号 

住     所 

（ふりがな） 

氏     名（法人又は団体にあつては、名称及び 

代表者の氏名。） 

電 話 番 号 

 
   年  月  日付け第   号により認定を受けた認定放送持株会社について、認定の取

消しを受けたいので、放送法第 166条第１項の規定により申請します。 
 
注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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関 係 法 令 抜 粋 
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〔
関
係
条
文
抜
粋
〕 

 

放
送
法 

 

第
一
章 

総
則 

（
定
義
） 

第
二
条 

こ
の
法
律
及
び
こ
の
法
律
に
基
づ
く
命
令
の
規
定
の
解
釈
に
関
し
て
は
、
次
の
定

義
に
従
う
も
の
と
す
る
。 

一
～
二
十
六
（
略
） 

二
十
七 

「
認
定
放
送
持
株
会
社
」
と
は
、
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け
た
会

社
又
は
同
項
の
認
定
を
受
け
て
設
立
さ
れ
た
会
社
を
い
う
。 

二
十
八
～
三
十
（
略
） 

三
十
一 

「
特
定
役
員
」
と
は
、
法
人
又
は
団
体
の
役
員
の
う
ち
、
当
該
法
人
又
は
団
体

の
業
務
の
執
行
に
対
し
相
当
程
度
の
影
響
力
を
有
す
る
者
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る

も
の
を
い
う
。 

三
十
二 

「
支
配
関
係
」
と
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
関
係
を
い
う
。 

イ 

一
の
者
及
び
当
該
一
の
者
の
子
会
社
（
第
百
五
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
子
会

社
を
い
う
。
）
そ
の
他
当
該
一
の
者
と
総
務
省
令
で
定
め
る
特
別
の
関
係
に
あ
る
者

が
有
す
る
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
の
数
の
当
該
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
の
総
数

に
占
め
る
割
合
が
十
分
の
一
以
上
三
分
の
一
以
下
の
範
囲
内
で
総
務
省
令
で
定
め
る

割
合
を
超
え
る
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の
者
と
当
該
法
人
又
は
団
体
の
関
係 

ロ 

一
の
法
人
又
は
団
体
の
特
定
役
員
で
他
の
法
人
又
は
団
体
の
特
定
役
員
の
地
位
を

兼
ね
る
者
の
数
の
当
該
他
の
法
人
又
は
団
体
の
特
定
役
員
の
総
数
に
占
め
る
割
合
が

五
分
の
一
以
上
三
分
の
一
以
下
の
範
囲
内
で
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
を
超
え
る
場

合
に
お
け
る
当
該
一
の
法
人
又
は
団
体
と
当
該
他
の
法
人
又
は
団
体
と
の
関
係 

ハ 

イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
一
の
者
が
株
式
の
所
有
、
役
員
の
兼
任
そ
の

他
の
事
由
を
通
じ
て
法
人
又
は
団
体
の
経
営
を
実
質
的
に
支
配
す
る
こ
と
が
可
能
と

な
る
関
係
に
あ
る
も
の
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の
者
と

当
該
法
人
又
は
団
体
の
関
係 

 

第
五
章 

基
幹
放
送 

第
二
節 

基
幹
放
送
事
業
者 

第
三
款
経
営
基
盤
強
化
計
画
の
認
定 

（
外
国
人
等
の
取
得
し
た
株
式
の
取
扱
い
） 

第
百
十
六
条 

（
略
） 

２ 

前
項
の
基
幹
放
送
事
業
者
は
、
社
債
等
振
替
法
第
百
五
十
一
条
第
一
項
又
は
第
八
項
の

規
定
に
よ
る
通
知
に
係
る
株
主
の
う
ち
外
国
人
等
が
有
す
る
株
式
の
全
て
に
つ
い
て
社
債

等
振
替
法
第
百
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
株
主
名
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る

こ
と
と
し
た
場
合
に
欠
格
事
由
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
特
定
外
国
株
式
（
欠
格
事
由
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
に
当
該
株
式

の
一
部
に
限
つ
て
株
主
名
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
方
法
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め

る
方
法
に
従
い
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
こ
と
が
で
き
る
株
式
以
外
の
株
式
を
い
う
。
）

に
つ
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
株
主
名
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
こ
と
を
拒
む

こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
株
主
名
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
こ
と
を
拒
む
こ
と
が
で

き
る
場
合
を
除
き
、
外
国
人
等
間
接
保
有
議
決
権
割
合
が
増
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
株
主

名
簿
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
第
九
十
三
条
第
一
項
第
七
号
ホ
（
２
）
に
掲
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げ
る
者
が
有
す
る
株
式
の
全
て
に
つ
い
て
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
し
た
場
合
に
株
式
会

社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
）
を
行
う
認
定
基
幹
放
送
事

業
者
が
同
号
ホ
に
定
め
る
事
由
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
特
定
外
国
株
主
（
株

主
名
簿
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
同
号
ホ
（
１
）
及
び
（
２
）
に
掲
げ
る
者

が
有
す
る
株
式
の
う
ち
同
号
ホ
に
定
め
る
事
由
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
に
総

務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
以
外
の
株
式
を
有

す
る
株
主
を
い
う
。
）
は
、
当
該
株
式
に
つ
い
て
の
議
決
権
を
有
し
な
い
。 

４ 

（
略
） 

５ 

第
一
項
の
基
幹
放
送
事
業
者
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
外
国
人
等
が

そ
の
議
決
権
に
占
め
る
割
合
を
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
割
合
が
総

務
省
令
で
定
め
る
割
合
に
達
し
な
い
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

第
八
章 

認
定
放
送
持
株
会
社 

（
定
義
等
） 

第
百
五
十
八
条 

こ
の
章
に
お
い
て
「
子
会
社
」
と
は
、
会
社
が
そ
の
総
株
主
又
は
総
出
資

者
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
を
保
有
す
る
他
の
会
社
を
い
う
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
会
社
及
び
そ
の
一
若
し
く
は
二
以
上
の
子
会
社
又
は
当
該
会
社
の
一
若
し

く
は
二
以
上
の
子
会
社
が
そ
の
総
株
主
又
は
総
出
資
者
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十
を
超
え

る
議
決
権
を
保
有
す
る
他
の
会
社
は
、
当
該
会
社
の
子
会
社
と
み
な
す
。 

２ 

こ
の
章
に
お
い
て
「
関
係
会
社
」
と
は
、
会
社
が
他
の
会
社
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有

す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
他
の
会
社
を
い
う
。 

 

（
認
定
） 

第
百
五
十
九
条 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
総
務
大
臣
の
認
定
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
。 

一 

一
以
上
の
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
を
そ
の
子
会
社
と
し
、

又
は
し
よ
う
と
す
る
会
社
で
あ
つ
て
、
二
以
上
の
基
幹
放
送
事
業
者
を
そ
の
関
係
会
社

と
し
、
又
は
し
よ
う
と
す
る
も
の 

二 

一
以
上
の
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
を
そ
の
子
会
社
と
す
る

会
社
で
あ
つ
て
、
二
以
上
の
基
幹
放
送
事
業
者
を
そ
の
関
係
会
社
と
す
る
も
の
を
設
立

し
よ
う
と
す
る
者 

２ 

総
務
大
臣
は
、
前
項
の
認
定
の
申
請
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
と
認

め
る
と
き
で
な
け
れ
ば
、
同
項
の
認
定
を
し
て
は
な
ら
な
い
。 

一 

当
該
認
定
の
申
請
を
し
た
会
社
又
は
当
該
認
定
を
受
け
て
設
立
さ
れ
る
会
社
（
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
申
請
対
象
会
社
」
と
い
う
。
）
が
株
式
会
社
で
あ
る
こ
と
。 

二 

申
請
対
象
会
社
が
、
基
幹
放
送
事
業
者
で
な
い
こ
と
。 

三 

申
請
対
象
会
社
の
子
会
社
（
子
会
社
と
な
る
会
社
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

同
じ
。
）
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め

る
も
の
を
含
む
。
）
の
株
式
の
取
得
価
額
（
最
終
の
貸
借
対
照
表
に
お
い
て
別
に
付
し

た
価
額
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
価
額
）
そ
の
他
当
該
基
幹
放
送
事
業
者
の
適
切
な
経
営

管
理
を
行
う
た
め
に
必
要
な
資
産
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
資
産
の
額
の
合
計
額
の

当
該
申
請
対
象
会
社
の
総
資
産
の
額
（
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
る
資
産
の
合
計

金
額
を
い
う
。
）
に
対
す
る
割
合
が
、
常
時
、
百
分
の
五
十
を
超
え
る
こ
と
が
確
実
で

あ
る
と
見
込
ま
れ
る
こ
と
。 

四 

申
請
対
象
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
の
収
支
の
見
込
み
が
良
好
で
あ
る
こ
と
。 

五 

申
請
対
象
会
社
が
、
次
の
イ
か
ら
ヌ
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
。 

イ 

(1)
若
し
く
は
(2)
に
掲
げ
る
者
が
特
定
役
員
で
あ
る
株
式
会
社
又
は
(1)
か
ら
(3)

ま
で
に
掲
げ
る
者
が
そ
の
議
決
権
の
五
分
の
一
以
上
を
占
め
る
株
式
会
社 

(1) 

日
本
の
国
籍
を
有
し
な
い
人 

(2) 
外
国
政
府
又
は
そ
の
代
表
者 

(3) 
外
国
の
法
人
又
は
団
体 

ロ 

(1)
に
掲
げ
る
者
に
よ
り
直
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
（
(2)
及
び
次
項
に
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お
い
て
「
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
」
と
い
う
。
）
と
こ
れ
ら
の
者
に
よ
り

(2)
に
掲
げ
る
者
を
通
じ
て
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
と
し
て
総
務
省
令

で
定
め
る
割
合
（
同
項
第
七
号
に
お
い
て
「
外
国
人
等
間
接
保
有
議
決
権
割
合
」
と

い
う
。
）
と
を
合
計
し
た
割
合
が
五
分
の
一
以
上
で
あ
る
株
式
会
社
（
イ
に
該
当
す

る
場
合
を
除
く
。
） 

(1) 

イ
(1)
か
ら
(3)
ま
で
に
掲
げ
る
者 

(2) 

外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
が
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
以
上
で
あ
る

法
人
又
は
団
体 

ハ 

こ
の
法
律
又
は
電
波
法
に
規
定
す
る
罪
を
犯
し
罰
金
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執

行
を
終
わ
り
、
又
は
そ
の
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
つ
た
日
か
ら
二
年
を
経
過

し
な
い
株
式
会
社 

ニ 

第
百
三
条
第
一
項
又
は
第
百
四
条
（
第
五
号
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
認
定
の

取
消
し
を
受
け
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者 

ホ 

第
百
三
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
登
録
の
取
消
し
を
受
け
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら

二
年
を
経
過
し
な
い
者 

ヘ 

第
百
六
十
六
条
第
一
項
（
第
二
号
を
除
く
。
）
又
は
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
認
定

の
取
消
し
を
受
け
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者 

ト 

電
波
法
第
七
十
五
条
第
一
項
又
は
第
七
十
六
条
第
四
項
（
第
四
号
を
除
く
。
）
若

し
く
は
第
五
項
（
第
五
号
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
免
許
の
取
消
し
を
受
け
、
そ

の
取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者 

チ 

電
波
法
第
二
十
七
条
の
十
六
第
一
項
又
は
第
六
項
（
第
四
号
を
除
く
。
）
の
規
定

に
よ
り
認
定
の
取
消
し
を
受
け
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者 

リ 

電
波
法
第
七
十
六
条
第
六
項
（
第
三
号
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
登
録
の
取
消

し
を
受
け
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者 

ヌ 

役
員
の
う
ち
に
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
の
あ
る
株
式
会
社 

(1) 

ハ
に
規
定
す
る
法
律
に
規
定
す
る
罪
を
犯
し
罰
金
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、

そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
そ
の
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
つ
た
日
か
ら
二

年
を
経
過
し
な
い
者 

(2) 

ニ
か
ら
リ
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者 

３ 

第
一
項
の
認
定
を
申
請
す
る
者
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次
に
掲
げ

る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
総
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

認
定
を
申
請
す
る
者
（
認
定
を
申
請
す
る
者
が
申
請
対
象
会
社
で
あ
る
場
合
を
除
く

。
）
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名 

二 

申
請
対
象
会
社
の
名
称
及
び
住
所 

三 

申
請
対
象
会
社
の
子
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者

の
名
称
及
び
住
所
並
び
に
代
表
者
の
氏
名 

四 

申
請
対
象
会
社
の
関
係
会
社
（
関
係
会
社
と
な
る
会
社
を
含
む
。
）
で
あ
る
基
幹
放

送
事
業
者
（
申
請
対
象
会
社
の
子
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放

送
事
業
者
を
除
く
。
）
の
名
称
及
び
住
所
並
び
に
代
表
者
の
氏
名 

五 

申
請
対
象
会
社
の
特
定
役
員
の
氏
名 

六 

申
請
対
象
会
社
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合 

七 

申
請
対
象
会
社
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
と
外
国
人
等
間
接
保
有
議
決
権

割
合
と
を
合
計
し
た
割
合 

八 

そ
の
他
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項 

４ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
事
業
計
画
書
そ
の
他
総
務
省
令
で
定
め
る
書
類
を
添
付
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
届
出
） 

第
百
六
十
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
総

務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

一 

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
と
き
（
当
該
認
定
を
受
け
た
際
現
に
次
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の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。
）
。 

イ 
一
以
上
の
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
を
子
会
社
と
す
る
こ

と
。 

ロ 

二
以
上
の
基
幹
放
送
事
業
者
を
関
係
会
社
と
す
る
こ
と
。 

二 

前
条
第
三
項
第
二
号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
（
同
項
第
五
号
か
ら

第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
に
あ
つ
て
は
、
当
該
変
更
に
よ
つ
て
同
条
第
二
項
第
五
号

イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
お
そ
れ
が
少
な
い
も
の
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め

る
も
の
を
除
く
。
）
が
あ
つ
た
と
き
。 

 

（
外
国
人
等
の
取
得
し
た
株
式
の
取
扱
い
） 

第
百
六
十
一
条 

金
融
商
品
取
引
所
に
上
場
さ
れ
て
い
る
株
式
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と

し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
株
式
を
発
行
し
て
い
る
認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
そ
の
株
式
を

取
得
し
た
外
国
人
等
（
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
(1)
か
ら
(3)
ま
で
に
掲
げ
る
者

又
は
同
号
ロ
(2)
に
掲
げ
る
者
を
い
う
。
）
か
ら
そ
の
氏
名
及
び
住
所
を
株
主
名
簿
に
記

載
し
、
又
は
記
録
す
る
こ
と
の
請
求
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
請
求
に
応
ず
る
こ

と
に
よ
り
同
号
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
そ
の

氏
名
及
び
住
所
を
株
主
名
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
こ
と
を
拒
む
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

第
百
十
六
条
第
二
項
、
第
三
項
及
び
第
五
項
の
規
定
は
、
認
定
放
送
持
株
会
社
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
百
六

十
一
条
第
一
項
」
と
、
「
外
国
人
等
」
と
あ
る
の
は
「
第
百
六
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す

る
外
国
人
等
」
と
、
「
場
合
に
欠
格
事
由
」
と
あ
る
の
は
「
場
合
に
第
百
五
十
九
条
第
二

項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
」
と
、
「
と
き
は
、
同
項
」
と
あ
る
の
は
「
と

き
は
、
社
債
等
振
替
法
第
百
五
十
二
条
第
一
項
」
と
、
「
（
欠
格
事
由
」
と
あ
る
の
は
「

（
同
号
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
前
二
項
」
と
あ
る
の
は

「
第
百
六
十
一
条
第
一
項
及
び
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
百
十
六
条
第
二
項
」

と
、
「
外
国
人
等
間
接
保
有
議
決
権
割
合
」
と
あ
る
の
は
「
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五

号
ロ
に
規
定
す
る
外
国
人
等
間
接
保
有
議
決
権
割
合
」
と
、
「
第
九
十
三
条
第
一
項
第
七

号
ホ
(2)
」
と
あ
る
の
は
「
同
号
ロ
(2)
」
と
、
「
株
式
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
（
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
）
を
行
う
認
定
基
幹
放
送
事
業
者
」
と
あ
る
の
は
「
認
定
放

送
持
株
会
社
」
と
、
「
同
号
ホ
に
定
め
る
事
由
」
と
あ
る
の
は
「
同
号
ロ
に
定
め
る
株
式

会
社
」
と
、
「
同
号
ホ
(1)
及
び
(2)
」
と
あ
る
の
は
「
同
号
ロ
(1)
及
び
(2)
」
と
、
同
条

第
五
項
中
「
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
百
六
十
一
条
第
一
項
」
と
、
「
外
国
人
等
」
と

あ
る
の
は
「
同
項
に
規
定
す
る
外
国
人
等
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
外
国
人
等
に
よ
る
議
決
権
の
保
有
制
限
等
に
係
る
規
定
の
遵
守
状
況
の
報
告
） 

第
百
六
十
一
条
の
二 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
総

務
省
令
で
定
め
る
期
間
ご
と
に
、
当
該
期
間
に
お
け
る
次
に
掲
げ
る
事
項
を
総
務
大
臣
に

報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
に
す

る
た
め
に
講
じ
た
措
置
の
実
施
状
況 

二 

第
百
六
十
条
第
二
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
変
更
が
あ
つ
た
場
合
に
は
、
当
該
変
更

の
内
容 

三 

そ
の
他
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ

う
に
す
る
こ
と
に
関
す
る
事
項
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項 

 

（
基
幹
放
送
の
業
務
の
認
定
等
の
特
例
） 

第
百
六
十
二
条 

総
務
大
臣
が
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
に
つ
い
て
第
九
十
三
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
審
査
を
行
う
場
合
に
お
け
る
同
項
第
五
号
の
規
定
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
同
号
た
だ
し
書
中
「
当
該
業
務
に
係
る
」
と
あ
る
の
は
「
認
定
放
送
持
株
会

社
の
関
係
会
社
で
あ
る
こ
と
の
特
性
を
勘
案
し
つ
つ
、
当
該
業
務
に
係
る
」
と
、
同
号
ハ

中
「
ロ
に
掲
げ
る
者
」
と
あ
る
の
は
「
ロ
に
掲
げ
る
者
（
申
請
を
し
た
者
が
そ
の
関
係
会

社
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
認
定
放
送
持
株
会
社
で
あ
つ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
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く
。
）
」
と
す
る
。 

２ 

総
務
大
臣
が
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
に
つ
い
て
第
百
四
条
の
規
定
に
よ
る
認

定
の
取
消
し
を
す
る
場
合
に
お
け
る
同
条
第
三
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
中

「
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
」
と
あ
る
の
は
、
「
第
百
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
」
と
す
る
。 

３ 

総
務
大
臣
が
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
に
つ
い
て
電
波
法
第
七
条
第
二
項
の
規

定
に
よ
る
審
査
を
行
う
場
合
に
お
け
る
同
項
第
四
号
ロ
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同

号
ロ
中
「
放
送
法
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
」
と
あ
る
の
は
、
「
放
送
法
第
百
六
十
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
同
法
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
」
と

す
る
。 

４ 

総
務
大
臣
が
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
に
つ
い
て
電
波
法
第
七
十
六
条
第
四
項

の
規
定
に
よ
る
免
許
の
取
消
し
を
す
る
場
合
に
お
け
る
同
項
第
五
号
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
同
号
中
「
第
七
条
第
二
項
第
四
号
ロ
」
と
あ
る
の
は
、
「
放
送
法
第
百
六
十
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
同
法
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
」
と

す
る
。 

 

（
関
係
会
社
の
責
務
） 

第
百
六
十
三
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
（
そ
の
基
幹

放
送
に
係
る
放
送
対
象
地
域
が
全
国
で
あ
る
者
を
除
く
。
）
は
、
国
内
基
幹
放
送
の
放
送

番
組
の
編
集
に
当
た
つ
て
は
、
そ
の
放
送
対
象
地
域
に
お
け
る
多
様
な
放
送
番
組
に
対
す

る
需
要
を
満
た
す
た
め
、
当
該
放
送
対
象
地
域
向
け
に
自
ら
が
制
作
す
る
放
送
番
組
を
有

す
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
議
決
権
の
保
有
制
限
） 

第
百
六
十
四
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
株
主
名
簿
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る

一
の
者
が
有
す
る
株
式
（
そ
の
者
の
子
会
社
そ
の
他
そ
の
者
と
総
務
省
令
で
定
め
る
特
別

の
関
係
に
あ
る
者
で
あ
つ
て
株
主
名
簿
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
も
の
が
有

す
る
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
株
式
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
株
式
」

と
い
う
。
）
の
全
て
に
つ
い
て
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
し
た
場
合
に
そ
の
者
の
有
す
る

こ
と
と
な
る
議
決
権
の
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
総
株
主
の
議
決
権
に
占
め
る
割
合
が

保
有
基
準
割
合
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
特
定
株
主
（
特
定
株
式
の
う
ち
、
そ
の

議
決
権
の
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
総
株
主
の
議
決
権
に
占
め
る
割
合
が
保
有
基
準
割

合
を
超
え
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
に
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
議
決
権
を
有

す
る
こ
と
と
な
る
株
式
以
外
の
株
式
を
有
す
る
株
主
を
い
う
。
）
は
、
当
該
株
式
に
つ
い

て
の
議
決
権
を
有
し
な
い
。 

２ 

前
項
の
保
有
基
準
割
合
は
、
第
九
十
一
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
勘
案
し
て
十

分
の
一
以
上
三
分
の
一
以
下
の
範
囲
内
で
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
を
い
う
。 

 

（
承
継
） 

第
百
六
十
五
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
が
そ
の
事
業
の
全
部
を
譲
渡
し
、
又
は
認
定
放
送
持

株
会
社
が
合
併
若
し
く
は
会
社
分
割
（
そ
の
事
業
の
全
部
を
承
継
さ
せ
る
も
の
に
限
る
。

）
を
し
た
と
き
は
、
当
該
事
業
の
全
部
を
譲
り
受
け
た
株
式
会
社
又
は
合
併
後
存
続
す
る

株
式
会
社
若
し
く
は
合
併
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
株
式
会
社
若
し
く
は
会
社
分
割
に
よ
り
当

該
事
業
の
全
部
を
承
継
し
た
株
式
会
社
は
、
総
務
大
臣
の
認
可
を
受
け
て
認
定
放
送
持
株

会
社
の
地
位
を
承
継
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

第
百
五
十
九
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
認
可
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

 

（
認
定
の
取
消
し
） 

第
百
六
十
六
条 

総
務
大
臣
は
、
認
定
放
送
持
株
会
社
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
と
き
は
、
そ
の
認
定
を
取
り
消
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
（
ヘ
を
除
く
。
）
の
い
ず
れ
か
に
該

当
す
る
に
至
つ
た
と
き
。 
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二 

認
定
放
送
持
株
会
社
か
ら
認
定
の
取
消
し
の
申
請
が
あ
つ
た
と
き
。 

２ 

前
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
総
務
大
臣
は
、
認

定
放
送
持
株
会
社
が
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ

た
場
合
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
勘
案
し
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
期

間
を
定
め
て
そ
の
認
定
を
取
り
消
さ
な
い
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
状
況 

二 

前
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
認
定
を
取
り
消
す
こ
と
又
は
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
当
該

認
定
を
取
り
消
さ
な
い
こ
と
が
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
子
会
社
又
は
関
係
会
社
で

あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
及
び
当
該
基
幹
放
送
事
業
者
が
行
う
基
幹
放
送
の
受
信
者
の
利

益
に
及
ぼ
す
影
響 

三 

そ
の
他
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項 

３ 

総
務
大
臣
は
、
認
定
放
送
持
株
会
社
が
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
該

当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
認
定
放
送
持
株
会

社
の
認
定
を
取
り
消
さ
な
い
こ
と
と
す
る
か
否
か
の
決
定
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

総
務
大
臣
は
、
前
項
の
決
定
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
決
定
に
係
る
認
定
放
送

持
株
会
社
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

総
務
大
臣
は
、
第
三
項
の
決
定
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
当
該
決
定
に
係
る
認
定

放
送
持
株
会
社
に
対
し
、
理
由
を
付
し
て
そ
の
旨
（
当
該
決
定
が
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
認
定
を
取
り
消
さ
な
い
こ
と
と
す
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、

そ
の
旨
及
び
同
項
の
規
定
に
よ
り
定
め
た
期
間
）
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６ 

総
務
大
臣
は
、
認
定
放
送
持
株
会
社
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、

そ
の
認
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

認
定
を
受
け
た
日
か
ら
六
箇
月
以
内
に
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
株
式
会
社
と
な

ら
な
か
つ
た
と
き
。 

イ 

一
以
上
の
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
を
子
会
社
と
す
る
こ

と
。 

ロ 

二
以
上
の
基
幹
放
送
事
業
者
を
関
係
会
社
と
す
る
こ
と
。 

二 

前
号
イ
及
び
ロ
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
会
社
で
な
く
な
つ
た
と
き
。 

三 

不
正
な
手
段
に
よ
り
認
定
を
受
け
た
と
き
。 

四 

第
百
五
十
九
条
第
二
項
各
号
（
第
五
号
を
除
く
。
）
の
い
ず
れ
か
に
適
合
し
な
く
な

つ
た
と
き
。 
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放
送
法
施
行
令 

 

（
資
料
の
提
出
） 

第
八
条 

法
第
百
七
十
五
条
（
法
第
八
十
一
条
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

）
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
が
協
会
、
放
送
事
業
者
（
協
会
及
び
小
規
模
施
設
特
定
有
線

一
般
放
送
事
業
者
（
法
第
百
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
小
規
模
施
設
特
定
有
線
一
般

放
送
事
業
者
を
い
う
。
第
四
号
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
除
く
。
）
、
基
幹
放
送

局
提
供
事
業
者
、
媒
介
等
業
務
受
託
者
（
法
第
百
五
十
条
に
規
定
す
る
媒
介
等
業
務
受
託

者
を
い
う
。
第
六
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
有
料
放
送
管
理
事
業
者
（
法
第
百
五
十
二
条

第
二
項
に
規
定
す
る
有
料
放
送
管
理
事
業
者
を
い
う
。
第
七
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は

認
定
放
送
持
株
会
社
に
対
し
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
と
す
る
。 

一
～
七 

（
略
） 

八 

認
定
放
送
持
株
会
社 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
⑴
又
は
⑵
に
掲
げ
る
者

が
そ
の
特
定
役
員
で
な
い
こ
と
の
確
認
に
関
す
る
事
項
及
び
同
号
イ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
に

掲
げ
る
者
又
は
同
号
ロ
⑵
に
掲
げ
る
者
が
そ
の
議
決
権
に
占
め
る
割
合
に
関
す
る
事
項 

２ 

（
略
） 
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放
送
法
施
行
規
則 

 

第
七
章 
認
定
放
送
持
株
会
社 

（
子
会
社
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
に
準
ず
る
も
の
） 

第
百
八
十
三
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
三
号
（
法
第
百
六
十
五
条
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
総
務
省
令
で
定
め
る
申
請
対
象
会
社
（
法
第
百
五
十
九
条

第
一
項
の
認
定
の
申
請
を
し
た
会
社
又
は
当
該
認
定
を
受
け
て
設
立
さ
れ
る
会
社
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
の
子
会
社
（
法
第
百
五
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
子
会
社
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
に
準
ず
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

一 

関
連
会
社
（
申
請
対
象
会
社
が
そ
の
議
決
権
の
百
分
の
二
十
以
上
、
百
分
の
五
十
以

下
を
自
己
の
計
算
に
お
い
て
所
有
し
て
い
る
会
社
を
い
い
、
関
連
会
社
と
な
る
会
社
を

含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者 

二 

子
会
社
等
（
子
会
社
又
は
関
連
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
百
八
十
四
条
に

お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
一
般
放
送
事
業
者 

三 

主
と
し
て
基
幹
放
送
事
業
者
（
一
般
放
送
事
業
者
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
に
放
送
の
業
務
の
用
に
供
す
る
設
備
そ
の
他
の
資
産
を
賃
貸
等
す
る
業
務
そ

の
他
の
主
と
し
て
基
幹
放
送
事
業
者
の
放
送
の
業
務
又
は
基
幹
放
送
局
提
供
事
業
者
の

放
送
局
設
備
供
給
役
務
の
業
務
に
密
接
に
関
連
す
る
業
務
を
行
う
子
会
社
等 

四 

子
会
社
等
で
あ
る
基
幹
放
送
局
提
供
事
業
者 

 

（
適
切
な
経
営
管
理
を
行
う
た
め
に
必
要
な
資
産
） 

第
百
八
十
三
条
の
二 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
三
号
（
法
第
百
六
十
五
条
第
二
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
総
務
省
令
で
定
め
る
資
産
は
、
次
に
掲
げ
る
資
産
（
設

立
後
最
初
の
事
業
年
度
を
終
了
し
て
い
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
第
二
号
及
び
第
三
号
）

と
す
る
。 

一 

流
動
資
産
（
流
動
資
産
の
合
計
額
に
最
終
の
損
益
計
算
書
に
計
上
さ
れ
た
収
益
の
次

に
掲
げ
る
も
の
の
額
の
収
益
の
額
に
対
す
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
に
相
当
す
る
資
産

に
限
る
。
） 

イ 

申
請
対
象
会
社
が
自
ら
行
う
放
送
の
業
務
（
前
条
第
三
号
の
放
送
の
業
務
に
密
接

に
関
連
す
る
業
務
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
収
益 

ロ 

イ
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
子
会
社
基
幹
放
送
事
業
者
等
（
子
会
社
で
あ
る
基
幹

放
送
事
業
者
及
び
前
条
各
号
に
掲
げ
る
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）

に
係
る
受
取
配
当
金
そ
の
他
子
会
社
基
幹
放
送
事
業
者
等
と
の
取
引
に
よ
り
生
じ
た

収
益 

二 

放
送
の
業
務
の
用
に
供
す
る
設
備
そ
の
他
の
有
形
固
定
資
産
又
は
無
形
固
定
資
産 

三 

子
会
社
基
幹
放
送
事
業
者
等
に
係
る
貸
付
金
（
設
立
後
最
初
の
事
業
年
度
を
経
過
し

て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
流
動
資
産
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。
） 

 

（
総
資
産
の
額
の
合
計
方
法
） 

第
百
八
十
四
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
三
号
（
法
第
百
六
十
五
条
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
る
資
産
の
合
計
金
額
は
、

申
請
対
象
会
社
の
最
終
の
貸
借
対
照
表
（
当
該
申
請
対
象
会
社
が
そ
の
設
立
後
最
初
の
事

業
年
度
を
終
了
し
て
い
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
申
請
対
象
会
社
の
成
立
時
の
貸
借

対
照
表
）
に
よ
る
資
産
の
合
計
金
額
か
ら
子
会
社
等
で
な
い
者
に
係
る
投
資
そ
の
他
の
資

産
の
合
計
金
額
を
控
除
し
た
額
と
す
る
。 

 

（
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
） 

第
百
八
十
五
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ
（
法
第
百
六
十
五
条
第
二
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
と
し
て

総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
一
の
同
号
ロ
⑴
に
掲
げ
る
者
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
二
百

一
条
に
お
い
て
「
外
国
法
人
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
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認
定
を
受
け
た
会
社
又
は
認
定
を
受
け
て
設
立
さ
れ
た
会
社
（
以
下
「
認
定
放
送
持
株
会

社
」
と
い
う
。
）
（
申
請
対
象
会
社
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
認
定
放
送
持
株

会
社
等
」
と
い
う
。
）
の
議
決
権
の
割
合
の
十
分
の
一
以
上
を
占
め
る
同
号
ロ
⑵
に
掲
げ

る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
外
資
系
日
本
法
人
」
と
い
う
。
）
が
直
接
占
め
る
認
定

放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
の
割
合
に
、
当
該
外
国
法
人
等
が
占
め
る
外
資
系
日
本
法
人

の
議
決
権
の
割
合
（
十
分
の
一
以
上
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
割
合
を
い
う
。
）
を
乗

じ
て
計
算
し
た
割
合
と
す
る
。
た
だ
し
、
一
の
外
国
法
人
等
が
占
め
る
外
資
系
日
本
法
人

の
議
決
権
の
割
合
が
二
分
の
一
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
外
資
系
日
本
法
人
に
係
る
間
接

に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
は
、
当
該
外
資
系
日
本
法
人
が
占
め
る
認
定
放
送
持
株
会

社
等
の
議
決
権
の
割
合
と
す
る
。 

２ 
 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
一
の
外
資
系
日
本
法
人
に
つ
き
外
国
法
人
等
が
二
以
上
あ
る

場
合
で
あ
つ
て
、
そ
の
う
ち
一
の
外
国
法
人
等
が
占
め
る
当
該
外
資
系
日
本
法
人
の
議
決

権
の
割
合
が
二
分
の
一
を
超
え
る
と
き
は
、
他
の
外
国
法
人
等
に
つ
い
て
当
該
一
の
外
資

系
日
本
法
人
に
係
る
計
算
を
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。 

３ 
 

一
の
外
国
法
人
等
が
認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
を
有
す
る
二
以
上
の
法
人
又
は

団
体
の
議
決
権
を
有
す
る
場
合
で
あ
つ
て
、
こ
れ
ら
の
議
決
権
の
割
合
の
全
部
又
は
一
部

が
十
分
の
一
未
満
で
あ
る
た
め
に
前
二
項
の
規
定
に
よ
る
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の

割
合
が
な
い
と
き
に
、
当
該
一
の
外
国
法
人
等
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
議
決
権
の
割
合
（
当

該
法
人
又
は
団
体
が
占
め
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
の
割
合
が
千
分
の
一
以
上

で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
を
用
い
て
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
、
こ
れ
ら
を
合
算
し

た
割
合
が
十
分
の
一
以
上
と
な
る
と
き
は
、
前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
合
算

し
た
割
合
を
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
と
す
る
。 

４ 
 

認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
を
有
す
る
法
人

又
は
団
体
を
そ
の
子
会
社
等
（
議
決
権
の
二
分
の
一
を
超
え
る
割
合
を
一
の
法
人
又
は
団

体
に
占
め
ら
れ
る
法
人
又
は
団
体
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
と
す
る
一

の
外
国
法
人
等
が
あ
る
場
合
（
当
該
一
の
外
国
法
人
等
の
子
会
社
等
が
、
認
定
放
送
持
株

会
社
等
の
議
決
権
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
で
な
い

場
合
で
あ
つ
て
、
当
該
子
会
社
等
が
子
会
社
等
で
あ
る
他
の
法
人
又
は
団
体
を
通
じ
て
当

該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
を
有
す
る
と
き

を
含
む
。
）
は
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
の
議

決
権
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
を
当
該
一
の
外
国
法
人
等
と
み
な
し
て
前
三
項
の
規
定
を

適
用
す
る
。 

５ 
 

法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
認
定
放
送
持
株
会
社
が
、
同
項
若
し
く
は
同
条

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
請
求
若
し
く
は
通
知
を

受
け
た
場
合
に
お
い
て
第
一
項
及
び
第
二
項
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議

決
権
の
割
合
を
確
認
し
、
又
は
法
第
百
六
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十

六
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認
定
放
送
持
株
会
社
が
、
同
項
に
規
定
す
る
議
決
権
を
有
す
る

こ
と
と
な
る
株
式
以
外
の
株
式
を
特
定
す
る
た
め
、
認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
を

有
す
る
法
人
又
は
団
体
（
認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
議
決
権
の
十
分
の
一
以
上
を
占
め
る

者
に
限
る
。
）
に
対
し
、
書
面
又
は
電
子
情
報
処
理
組
織
（
認
定
放
送
持
株
会
社
等
の
使

用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
照
会
を
受
け
る
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信

回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い
う
。
）
の
使
用
に
よ
り
、
そ
の
者
に
占
め
る

一
の
外
国
法
人
等
の
議
決
権
の
割
合
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
照
会
を
し
た
場
合
に
お
い

て
、
当
該
法
人
又
は
団
体
が
当
該
照
会
を
受
け
た
日
か
ら
起
算
し
て
七
営
業
日
以
内
に
そ

の
回
答
が
得
ら
れ
な
い
と
き
は
、
当
該
法
人
又
は
団
体
の
占
め
る
こ
れ
ら
の
認
定
放
送
持

株
会
社
等
の
議
決
権
の
全
て
を
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
と
し
て
第
一
項
の
計

算
を
す
る
。 

６ 
 

認
定
放
送
持
株
会
社
等
は
、
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
計
算
を
す
る
べ
き

事
実
が
あ
る
こ
と
を
知
つ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
報
告
す
る
も
の

と
し
、
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
計
算
は
当
該
報
告
を
し
た
日
に
さ
れ
た
も

の
と
す
る
。 
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第
百
八
十
六
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ
⑵
（
法
第
百
六
十
五
条
第
二
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
前
条
の
と
お
り
と
す

る
。 

 

（
申
請
書
） 

第
百
八
十
七
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
三
項
に
規
定
す
る
申
請
書
の
様
式
は
、
別
表
第
六
十

号
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。 

 

（
申
請
書
の
記
載
事
項
） 

第
百
八
十
八
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
三
項
第
八
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に

掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

申
請
対
象
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
そ
の
他
の
関
係
会
社
の
概
要
に
関
す
る
事
項 

二 

申
請
対
象
会
社
の
子
会
社
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
（
第
百
八
十
三
条
に
規
定
す
る

申
請
対
象
会
社
の
子
会
社
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
に
準
ず
る
も
の
を
含
む
。
次
条
及

び
第
百
九
十
四
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
株
式
の
取
得
価
額
及
び
第
百
八
十
三
条
の
二

の
資
産
の
額
の
合
計
額
の
総
資
産
の
額
に
対
す
る
割
合
に
関
す
る
事
項 

三 

申
請
対
象
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
の
事
業
収
支
の
見
積
り 

四 

主
た
る
株
主
及
び
そ
の
議
決
権
の
数 

五 

役
員
に
関
す
る
事
項 

 

（
添
付
書
類
等
） 

第
百
八
十
九
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
に
提
出
す
る
事
業
計

画
書
に
は
、
別
表
第
六
十
一
号
の
様
式
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
す
る
も
の
と

す
る
。 

一 

資
本
又
は
出
資
に
関
す
る
事
項 

二 

関
係
会
社
の
株
式
の
取
得
そ
の
他
申
請
対
象
会
社
の
事
業
に
要
す
る
資
金
及
び
そ
の

調
達
の
方
法 

三 

関
係
会
社
以
外
の
会
社
に
対
す
る
出
資
の
状
況 

２ 

法
第
百
五
十
九
条
第
四
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
申
請
対
象
会
社
及
び
そ
の

関
係
会
社
の
定
款
又
は
登
記
事
項
証
明
書
と
す
る
。 

 

（
不
適
法
な
申
請
書
等
） 

第
百
九
十
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
認
定
の
申
請
書
又
は
添
付
書
類
が
不
適
法
（
違

式
な
記
載
を
含
む
。
）
な
も
の
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
同
項
の
認
定
を
受
け
よ
う
と

す
る
者
（
次
条
に
お
い
て
「
申
請
者
」
と
い
う
。
）
に
訂
正
を
求
め
、
又
は
理
由
を
示
し

て
返
す
こ
と
が
あ
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
法
及
び
こ
れ
に
基
づ
く
省
令
の
規
定
に
基
づ
い
て
行
う
法
第
百
五
十

九
条
第
一
項
の
認
定
以
外
の
認
定
放
送
持
株
会
社
に
関
す
る
申
請
の
場
合
に
準
用
す
る
。 

 

（
認
定
等
の
拒
否
の
通
知
） 

第
百
九
十
一
条 

法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
認
定
を
拒
否
し
た
と
き
は
、
申
請
者
に
対
し

そ
の
旨
の
理
由
を
記
載
し
た
文
書
を
も
つ
て
通
知
す
る
。 

２ 

前
前
項
の
規
定
は
、
法
及
び
こ
れ
に
基
づ
く
省
令
の
規
定
に
基
づ
い
て
行
う
法
第
百
五

十
九
条
第
一
項
の
認
定
以
外
の
認
定
放
送
持
株
会
社
に
関
す
る
申
請
に
つ
い
て
の
拒
否
の

場
合
に
準
用
す
る
。 

 

（
認
定
証
の
交
付
） 

第
百
九
十
二
条 

総
務
大
臣
は
、
法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
認
定
を
し
た
と
き
は
、
別
表

第
六
十
二
号
の
様
式
の
認
定
証
を
交
付
す
る
。 

 

（
事
業
計
画
書
の
変
更
） 

第
百
九
十
三
条 
認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
法
第
百
五
十
九
条
第
四
項
に
規
定
す
る
事
業
計
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画
書
に
つ
い
て
、
資
本
又
は
出
資
の
額
を
変
更
し
た
と
き
は
、
別
表
第
六
十
一
号
の
様
式

に
変
更
後
の
現
状
を
記
載
し
、
変
更
箇
所
に
※
印
を
付
し
、
備
考
欄
又
は
余
白
に
変
更
年

月
日
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
総
務
大
臣
に
届
け
出
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

 

（
事
業
計
画
書
の
公
表
等
） 

第
百
九
十
四
条 

総
務
大
臣
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用

そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
す
る
。 

一 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
名
称 

二 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
で
あ
る
基
幹
放
送
事
業
者
の
名
称 

 

（
認
定
証
の
訂
正
） 

第
百
九
十
五
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
第
百
九
十
二
条
の
認
定
証
に
記
載
し
た
事
項
に

変
更
を
生
じ
た
と
き
は
、
そ
の
認
定
証
を
総
務
大
臣
に
提
出
し
、
訂
正
を
受
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
訂
正
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
総
務
大
臣
に
対
し
、
事
由
及
び
訂
正
す
べ

き
箇
所
を
付
し
て
、
そ
の
旨
を
申
請
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

前
項
の
申
請
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
総
務
大
臣
は
、
新
た
な
認
定
証
の
交
付
に
よ

る
訂
正
を
行
う
こ
と
が
あ
る
。 

４ 

総
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
申
請
に
よ
る
場
合
の
ほ
か
、
職
権
に
よ
り
認
定
証
の
訂
正
を

行
う
こ
と
が
あ
る
。 

５ 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
新
た
な
認
定
証
の
交
付
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
旧
認

定
証
を
返
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
認
定
証
の
再
交
付
） 

第
百
九
十
六
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
認
定
証
を
破
損
し
、
汚
し
、
失
つ
た
等
の
た
め

に
認
定
証
の
再
交
付
を
申
請
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
理
由
を
記
載
し
た
申
請
書
を
、
総

務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
条
第
五
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
証
の
再
交
付
を
受
け
た
場
合
に
準

用
す
る
。
た
だ
し
、
認
定
証
を
失
つ
た
等
の
た
め
に
こ
れ
を
返
す
こ
と
が
で
き
な
い
場
合

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

（
届
出
等
） 

第
百
九
十
七
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
法
第
百
六
十
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
届
出
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
表
第
六
十
三
号
の
様
式
の
届
出
書
を
総
務
大
臣
に
提
出
す
る

も
の
と
す
る
。 

 

第
百
九
十
八
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
法
第
百
六
十
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
届
出
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
表
第
六
十
四
号
の
様
式
の
届
出
書
を
総
務
大
臣
に
提
出
す
る

も
の
と
す
る
。 

２ 

法
第
百
六
十
条
第
二
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
変
更
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の

区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

一 

変
更
前
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
（
法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ

に
規
定
す
る
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。
）

が
百
分
の
五
未
満
で
あ
る
場
合 

変
更
後
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
が
百
分

の
五
未
満
で
あ
る
も
の 

二 

変
更
前
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
が
百
分
の
五
以
上
百
分
の
十
五
未
満
で

あ
る
場
合 

外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
が
減
少
し
た
も
の
又
は
外
国
人
等
直
接

保
有
議
決
権
割
合
の
増
加
が
百
分
の
一
未
満
で
あ
つ
て
、
変
更
後
の
外
国
人
等
直
接
保

有
議
決
権
割
合
が
百
分
の
五
以
上
百
分
の
十
五
未
満
で
あ
る
も
の 

三 

変
更
前
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
が
百
分
の
十
五
以
上
で
あ
る
場
合
（
変

更
前
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
に
関
し
て
、
法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
又
は
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第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
株
主
名
簿
に
記

載
し
、
又
は
記
録
す
る
こ
と
を
拒
否
し
て
い
る
株
式
が
あ
る
場
合
を
除
く
。
） 

外
国

人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
が
減
少
し
た
も
の
又
は
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合

の
増
加
が
千
分
の
一
未
満
で
あ
つ
て
、
変
更
後
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
が

百
分
の
十
五
以
上
五
分
の
一
未
満
で
あ
る
も
の 

四 

変
更
前
の
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
と
外
国
人
等
間
接
保
有
議
決
権
割
合

（
法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ
に
規
定
す
る
外
国
人
等
間
接
保
有
議
決
権
割
合

を
い
う
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。
）
と
を
合
計
し
た
割
合
（
以
下
こ
の
章
に
お

い
て
「
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
」
と
い
う
。
）
が
百
分
の
五
未
満
で
あ
る
場
合 

変

更
後
の
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
が
百
分
の
五
未
満
で
あ
る
も
の 

五 

変
更
前
の
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
が
百
分
の
五
以
上
百
分
の
十
五
未
満
で
あ
る

場
合 

外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
が
減
少
し
た
も
の
又
は
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割

合
の
増
加
が
百
分
の
一
未
満
で
あ
つ
て
、
変
更
後
の
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
が
百

分
の
五
以
上
百
分
の
十
五
未
満
で
あ
る
も
の 

六 

変
更
前
の
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
が
百
分
の
十
五
以
上
で
あ
る
場
合
（
変
更
前

の
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
に
関
し
て
、
法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二

項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
株
主
名
簿
に
記
載
し
、

若
し
く
は
記
録
す
る
こ
と
を
拒
否
し
て
い
る
株
式
が
あ
る
場
合
又
は
法
第
百
六
十
一
条

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る

特
定
外
国
株
主
の
議
決
権
を
制
限
し
て
い
る
場
合
を
除
く
。
） 

外
国
人
等
保
有
議
決

権
割
合
が
減
少
し
た
も
の
又
は
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
の
増
加
が
千
分
の
一
未
満

で
あ
つ
て
、
変
更
後
の
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
が
百
分
の
十
五
以
上
五
分
の
一
未

満
で
あ
る
も
の 

３ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
認
定
放
送
持
株
会
社
が
外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割

合
又
は
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
の
変
更
に
際
し
て
、
法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
若
し

く
は
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
株
主
名
簿
に
記

載
し
、
若
し
く
は
記
録
す
る
こ
と
を
拒
否
し
た
株
式
が
あ
る
場
合
又
は
法
第
百
六
十
一
条

第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
特

定
外
国
株
主
の
議
決
権
が
制
限
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
法
第
百
六
十
条
第
二
号
に
規
定
す

る
変
更
の
届
出
を
要
す
る
も
の
と
す
る
。 

４ 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
決
算
期
ご
と
に
、
そ
の
事
業
収
支
の
結
果
を
総
務
大
臣
に
報

告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

５ 

前
項
の
報
告
は
、
計
算
書
類
の
提
出
を
も
つ
て
こ
れ
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

（
上
場
さ
れ
て
い
る
株
式
に
準
ず
る
株
式
） 

第
百
九
十
九
条 

法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
株
式
は
、
認
可
金
融
商

品
取
引
業
協
会
の
規
則
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
店
頭
売
買
に
つ
き
、
売
買
値
段
を
発

表
す
る
も
の
と
し
て
登
録
さ
れ
た
株
式
と
す
る
。 

 

（
株
主
名
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
方
法
） 

第
二
百
条 

法
第
百
六
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
二
項
の
総
務

省
令
で
定
め
る
株
主
名
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
方

法
と
す
る
。 

一 
 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ
⑵
に
掲
げ
る
者
の
う
ち
、
そ
の
者
が
占
め
る
法

第
百
六
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
認
定
放
送
持
株
会
社
の
議
決
権
の
割
合
が
十
分
の

一
未
満
で
あ
る
も
の
が
有
す
る
株
式
（
第
百
八
十
五
条
第
三
項
（
同
条
第
四
項
の
規
定

の
適
用
が
あ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
計
算
の
対
象
と
な
る
場
合
に
お
け
る
議

決
権
に
係
る
株
式
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、
そ
の
全
て
に
つ
い
て
記
載
し
、
又
は
記

録
す
る
。 

二 
 

法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
の
外
国
人
等
（
第
百
八
十
五
条
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き

そ
の
全
て
を
間
接
に
占
め
ら
れ
る
議
決
権
の
割
合
（
次
条
に
お
い
て
「
間
接
議
決
権
割

合
」
と
い
う
。
）
と
さ
れ
る
議
決
権
に
係
る
株
式
を
有
す
る
法
人
又
は
団
体
を
含
む
。
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以
下
こ
の
条
及
び
第
二
百
二
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
通
知
を
受
け
た
時
点
の
株

主
名
簿
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
者
が
有
す
る
株
式
（
前
号
に
規
定
す
る

株
式
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、
当
該
名
簿
に
記
載
さ
れ
、
又
は
記
録
さ
れ
て
い
る
株

式
の
数
と
通
知
に
係
る
株
式
の
数
の
う
ち
、
い
ず
れ
か
少
な
い
数
（
以
下
こ
の
号
に
お

い
て
「
記
載
・
記
録
優
先
株
式
の
数
」
と
い
う
。
）
を
当
該
外
国
人
等
に
係
る
株
式
の

数
と
し
て
一
株
単
位
で
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
法
第
百
五

十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
と
き

は
、
外
国
人
等
が
有
す
る
株
式
に
つ
い
て
、
同
号
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
に
該

当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
範
囲
内
で
、
記
載
・
記
録
優
先
株
式
の
数
に
応
じ
て
一
株
単

位
で
案
分
し
て
計
算
す
る
こ
と
に
よ
り
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
株
式
を
特
定
し
、
な

お
残
余
が
あ
る
と
き
は
、
一
株
単
位
の
抽
せ
ん
に
よ
り
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
株
式

を
特
定
し
て
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
。 

三 

前
二
号
の
規
定
に
よ
り
記
載
し
、
又
は
記
録
し
、
及
び
次
条
第
二
項
を
適
用
し
た
場

合
に
お
い
て
な
お
法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
に

該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
と
き
は
、
外
国
人
等
が
有
す
る
株
式
の
う
ち
前
号
前
段
の

規
定
に
よ
る
記
載
又
は
記
録
が
さ
れ
な
か
つ
た
も
の
に
つ
い
て
、
同
項
第
五
号
イ
又
は

ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
範
囲
内
で
、
そ
の
数
に
応
じ
て

一
株
単
位
で
案
分
し
て
計
算
す
る
こ
と
に
よ
り
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
株
式
を
特
定

し
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
は
、
一
株
単
位
の
抽
せ
ん
に
よ
り
記
載
し
、
又
は
記
録
す

る
株
式
を
特
定
し
て
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
。 

 

（
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
） 

第
二
百
一
条 

法
第
百
六
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
三
項
の
法

第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ
⑴
及
び
⑵
に
掲
げ
る
者
が
有
す
る
株
式
の
う
ち
同
号
ロ

に
定
め
る
株
式
会
社
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
に
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応

じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
株
式
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
議
決
権
制
限
株
式
」

と
い
う
。
）
以
外
の
株
式
と
す
る
。 

一 
 

外
国
法
人
等
が
、
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
を
新
た
に
有
し
、
又
は
追
加
し
て
有
す

る
こ
と
に
よ
つ
て
、
法
第
百
六
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第

三
項
に
規
定
す
る
認
定
放
送
持
株
会
社
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
単
に
「
認
定
放
送
持

株
会
社
」
と
い
う
。
）
が
法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ
に
定
め
る
株
式
会
社
に

該
当
す
る
こ
と
と
な
る
場
合 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
株
主
た
る
法
人
又
は
団
体
が
有

す
る
株
式
で
あ
つ
て
、
当
該
新
た
に
有
し
、
又
は
追
加
し
て
有
す
る
議
決
権
に
よ
り
新

た
に
間
接
議
決
権
割
合
と
し
て
算
入
さ
れ
る
議
決
権
に
係
る
も
の
の
う
ち
、
法
同
号
ロ

の
合
計
し
た
割
合
（
次
項
に
お
い
て
「
外
国
人
等
議
決
権
割
合
」
と
い
う
。
）
の
五
分

の
一
以
上
の
部
分
（
次
号
に
お
い
て
「
超
過
議
決
権
部
分
」
と
い
う
。
）
に
相
当
す
る

部
分
に
対
応
す
る
も
の
（
当
該
法
人
又
は
団
体
が
二
以
上
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人
又

は
団
体
の
議
決
権
に
占
め
る
外
国
法
人
等
の
割
合
（
一
の
外
国
法
人
等
が
占
め
る
当
該

法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
の
割
合
が
二
分
の
一
を
超
え
る
場
合
に
お
け
る
割
合
は
、
十

割
と
す
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
応
じ
て
一
株
単
位
で
案
分
し
て
計
算
す
る
こ

と
に
よ
り
特
定
し
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
は
、
一
株
単
位
の
抽
せ
ん
に
よ
り
特
定
し

た
数
の
株
式
） 

二 
 

第
百
八
十
五
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
計
算
が
さ
れ
た

結
果
、
認
定
放
送
持
株
会
社
が
法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
ロ
に
定
め
る
株
式
会

社
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
場
合 

第
百
八
十
五
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
計
算
に
係

る
株
式
の
う
ち
、
超
過
議
決
権
部
分
に
相
当
す
る
部
分
に
対
応
す
る
も
の
（
同
項
の
計

算
に
係
る
法
人
又
は
団
体
が
二
以
上
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
に

占
め
る
外
国
法
人
等
の
割
合
に
応
じ
て
一
株
単
位
で
案
分
し
て
計
算
す
る
こ
と
に
よ
り

特
定
し
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き
は
、
一
株
単
位
の
抽
せ
ん
に
よ
り
特
定
し
た
数
の
株

式
） 

２ 
 

そ
の
株
式
に
議
決
権
制
限
株
式
が
あ
る
認
定
放
送
持
株
会
社
の
外
国
人
等
議
決
権
割
合
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が
五
分
の
一
未
満
と
な
る
場
合
又
は
そ
の
株
式
に
議
決
権
制
限
株
式
が
あ
る
認
定
放
送
持

株
会
社
に
つ
い
て
前
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
記
載
し
、
又
は
記
録
す
る
こ
と
に
よ
つ
て

も
な
お
外
国
人
等
議
決
権
割
合
が
五
分
の
一
未
満
と
な
る
場
合
は
、
当
該
認
定
放
送
持
株

会
社
の
議
決
権
制
限
株
式
は
、
外
国
人
等
議
決
権
割
合
が
五
分
の
一
以
上
と
な
ら
な
い
範

囲
内
で
、
議
決
権
制
限
株
式
と
な
つ
た
時
期
の
早
い
も
の
か
ら
順
に
、
議
決
権
を
有
す
る

こ
と
と
な
る
株
式
と
な
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
時
に
議
決
権
制
限
株

式
と
さ
れ
た
も
の
が
二
以
上
あ
つ
て
、
当
該
株
式
を
有
す
る
者
が
二
以
上
あ
る
場
合
は
、

同
時
に
議
決
権
制
限
株
式
と
さ
れ
た
株
式
の
数
に
応
じ
て
一
株
単
位
で
案
分
し
て
計
算
す

る
こ
と
に
よ
り
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
を
特
定
し
、
な
お
残
余
が
あ
る
と
き

は
、
一
株
単
位
の
抽
せ
ん
に
よ
り
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
を
特
定
す
る
も
の

と
す
る
。 

 

（
通
知
） 

第
二
百
二
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
法
第
百
六
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法

第
百
十
六
条
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
株
主
名
簿
に
記
載
若
し
く
は
記
録
し

な
い
外
国
人
等
が
有
す
る
株
式
が
あ
る
場
合
又
は
そ
の
株
式
が
議
決
権
制
限
株
式
と
な
る

場
合
若
し
く
は
そ
の
議
決
権
制
限
株
式
が
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
と
な
る
場

合
に
は
、
そ
の
株
式
を
有
す
る
者
に
対
し
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
及
び
次
に
掲
げ
る
事
項

を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

株
主
の
氏
名
又
は
名
称 

二 

株
主
の
住
所 

三 

記
載
若
し
く
は
記
録
が
拒
ま
れ
た
株
式
の
数
又
は
議
決
権
を
有
し
な
い
こ
と
と
さ
れ

た
若
し
く
は
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
株
式
の
数 

四 

記
載
若
し
く
は
記
録
が
拒
ま
れ
た
日
又
は
議
決
権
を
有
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
若
し

く
は
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
日 

 

（
公
告
） 

第
二
百
三
条 

法
第
百
六
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
五
項
の
公

告
は
、
認
定
放
送
持
株
会
社
の
定
款
で
定
め
る
公
告
の
方
法
に
よ
り
、
六
箇
月
ご
と
に
行

う
も
の
と
す
る
。 

２ 
 

法
第
百
六
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
六
条
第
五
項
た
だ
し
書
の
総

務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
百
分
の
十
五
と
す
る
。 

 

（
外
国
人
等
に
よ
る
議
決
権
の
保
有
制
限
等
に
係
る
規
定
の
遵
守
状
況
の
報
告
） 

第
二
百
三
条
の
二 

法
第
百
六
十
一
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
報
告
は
、
別
表
第
六
十
四
号
の

二
の
様
式
に
よ
り
作
成
し
、
毎
事
業
年
度
経
過
後
三
月
以
内
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

 

第
二
百
三
条
の
三 

法
第
百
六
十
一
条
の
二
の
総
務
省
令
で
定
め
る
期
間
は
、
認
定
放
送
持

株
会
社
の
事
業
年
度
と
す
る
。 

 

第
二
百
三
条
の
四 

法
第
百
六
十
一
条
の
二
第
三
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に

掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

外
国
人
等
直
接
保
有
議
決
権
割
合
又
は
外
国
人
等
保
有
議
決
権
割
合
に
変
更
が
な
い

場
合
で
あ
つ
て
、
別
表
第
六
十
号
の
注
に
基
づ
き
添
付
す
る
議
決
権
の
総
数
又
は
議
決

権
割
合
に
関
す
る
事
項
の
様
式
の
内
容
に
変
更
が
あ
つ
た
と
き
に
お
け
る
当
該
変
更
内

容
（
法
第
百
六
十
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
届
出
を
行
つ
て
い
る
も
の
を
除
く
。
） 

二 

過
去
五
年
以
内
に
法
第
百
六
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
を
取
り
消
さ
な
い

こ
と
と
さ
れ
た
認
定
放
送
持
株
会
社
に
あ
つ
て
は
、
法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号

イ
又
は
ロ
に
再
び
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
に
講
じ
た
措
置
の
実

施
状
況 
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（
特
別
の
関
係
） 

第
二
百
四
条 

法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
特
別
の
関
係
は
、
次
に
掲

げ
る
関
係
と
す
る
。 

一 

法
人
そ
の
他
の
団
体
の
総
株
主
、
総
社
員
又
は
総
出
資
者
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十

を
超
え
る
議
決
権
を
有
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
支
配
株
主
等
」
と
い
う
。
）

と
当
該
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
被
支
配
法
人
等
」
と
い
う
。
）

と
の
関
係 

二 

被
支
配
法
人
等
と
そ
の
支
配
株
主
等
の
他
の
被
支
配
法
人
等
と
の
関
係 

三 

共
同
で
認
定
放
送
持
株
会
社
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
を
合
意
し
て
い
る
者
の
関

係 

四 

夫
婦
の
関
係 

２ 

支
配
株
主
等
と
被
支
配
法
人
等
が
合
わ
せ
て
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
総
株
主
、
総

社
員
又
は
総
出
資
者
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
を
有
す
る
場
合
に
は
、

当
該
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
も
、
当
該
支
配
株
主
等
の
被
支
配
法
人
等
と
み
な
し
て
前

項
の
規
定
を
適
用
す
る
。 

３ 

夫
婦
が
合
わ
せ
て
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
総
株
主
、
総
社
員
又
は
総
出
資
者
の
議
決
権

の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
夫
婦
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該

法
人
そ
の
他
の
団
体
の
支
配
株
主
等
と
み
な
し
て
第
一
項
の
規
定
を
適
用
す
る
。 

 

（
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
） 

第
二
百
五
条 

法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
議
決
権
を

有
す
る
こ
と
と
な
る
株
式
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に

定
め
る
株
式
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
議
決
権
制
限
株
式
」
と
い
う
。
）
以

外
の
株
式
と
す
る
。 

一 

一
の
者
（
法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
の
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及

び
第
二
百
七
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
特
定
株
式
を
新
た
に
有
し
、
又
は
追
加
し
て
有

す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
一
の
者
の
特
定
議
決
権
保
有
割
合
（
一
の
者
が
特
定
株
式
の
全

て
に
つ
い
て
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
し
た
場
合
に
そ
の
者
の
有
す
る
こ
と
と
な
る
議

決
権
の
認
定
放
送
持
株
会
社
の
総
株
主
の
議
決
権
に
占
め
る
割
合
を
い
う
。
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
保
有
基
準
割
合
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
場
合
（
次
号
に
掲
げ

る
場
合
を
除
く
。
） 

当
該
特
定
株
式
の
う
ち
、
当
該
特
定
議
決
権
保
有
割
合
が
保
有

基
準
割
合
を
超
え
る
部
分
に
相
当
す
る
部
分
に
対
応
す
る
も
の
（
当
該
株
式
を
有
す
る

者
が
二
以
上
あ
る
と
き
は
、
当
該
二
以
上
の
者
が
有
す
る
当
該
株
式
の
数
に
応
じ
て
一

株
単
位
で
案
分
し
て
計
算
し
た
数
の
株
式
） 

二 

法
人
そ
の
他
の
団
体
（
第
二
百
七
条
第
五
項
第
三
号
に
規
定
す
る
特
別
地
上
基
幹
放

送
事
業
者
を
除
く
。
）
が
新
た
に
一
の
者
と
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
別
の
関
係
に

あ
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
別
関
係
者
」
と
い
う
。
）
と
さ
れ
る
こ
と
に
よ

り
当
該
一
の
者
の
特
定
議
決
権
保
有
割
合
が
保
有
基
準
割
合
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
場

合 

当
該
新
た
に
一
の
者
の
特
別
関
係
者
と
さ
れ
る
者
が
有
す
る
認
定
放
送
持
株
会
社

の
株
式
の
う
ち
、
当
該
特
定
議
決
権
保
有
割
合
が
保
有
基
準
割
合
を
超
え
る
部
分
に
相

当
す
る
部
分
に
対
応
す
る
も
の
（
当
該
株
式
を
有
す
る
者
が
二
以
上
あ
る
と
き
は
、
当

該
二
以
上
の
者
が
有
す
る
当
該
株
式
の
数
に
応
じ
て
一
株
単
位
で
案
分
し
て
計
算
し
た

数
の
株
式
） 

三 

一
の
者
の
特
定
議
決
権
保
有
割
合
が
保
有
基
準
割
合
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
場
合

（
前
二
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
） 

当
該
一
の
者
又
は
そ
の
特
別
関
係
者
が
有
す

る
認
定
放
送
持
株
会
社
の
株
式
の
う
ち
、
当
該
特
定
議
決
権
保
有
割
合
が
保
有
基
準
割

合
を
超
え
る
部
分
に
相
当
す
る
部
分
に
対
応
す
る
も
の
（
当
該
株
式
を
有
す
る
者
が
二

以
上
あ
る
と
き
は
、
当
該
二
以
上
の
者
が
有
す
る
当
該
株
式
の
数
に
応
じ
て
一
株
単
位

で
案
分
し
て
計
算
し
た
数
の
株
式
） 

２ 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
そ
の
株
主
の
有
す
る
株
式
の
う
ち
議
決
権
制
限
株
式
を
特
定

で
き
な
い
場
合
に
は
、
株
主
そ
の
他
の
関
係
人
に
対
す
る
照
会
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
議

決
権
制
限
株
式
を
特
定
す
る
も
の
と
す
る
。 
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３ 
一
の
者
又
は
そ
の
特
別
関
係
者
が
議
決
権
制
限
株
式
を
有
す
る
場
合
で
あ
つ
て
、
当
該

一
の
者
の
特
定
議
決
権
保
有
割
合
が
保
有
基
準
割
合
以
下
と
な
る
と
き
は
、
当
該
議
決
権

制
限
株
式
は
、
当
該
特
定
議
決
権
保
有
割
合
が
保
有
基
準
割
合
を
超
え
な
い
範
囲
内
で
、

議
決
権
制
限
株
式
と
な
つ
た
時
期
の
早
い
も
の
か
ら
順
に
、
議
決
権
を
有
す
る
こ
と
と
な

る
株
式
と
な
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
株
式
を
有
す
る
者
が
二
以
上

あ
る
場
合
は
、
同
時
に
議
決
権
制
限
株
式
と
さ
れ
た
株
式
の
数
に
応
じ
て
一
株
単
位
で
案

分
し
て
計
算
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
通
知
） 

第
二
百
六
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
は
、
法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ
の

株
式
が
議
決
権
制
限
株
式
と
な
つ
た
場
合
又
は
そ
の
議
決
権
制
限
株
式
が
議
決
権
を
有
す

る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
は
、
そ
の
株
式
を
有
す
る
者
に
対
し
、
速
や
か
に
、
そ
の
旨
及

び
次
に
掲
げ
る
事
項
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

株
主
の
氏
名
又
は
名
称 

二 

株
主
の
住
所 

三 

議
決
権
を
有
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
又
は
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
株
式
の
数 

四 

議
決
権
を
有
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
又
は
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
日 

 

（
保
有
基
準
割
合
） 

第
二
百
七
条 

法
第
百
六
十
四
条
第
二
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
三
分
の
一
と
す

る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
一
の
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に

お
け
る
当
該
一
の
者
に
係
る
法
第
百
六
十
四
条
第
二
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、

十
分
の
一
と
す
る
。 

一 

特
別
地
上
基
幹
放
送
事
業
者 

二 

特
別
地
上
基
幹
放
送
事
業
者
に
対
し
て
支
配
関
係
（
特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
含
む
。
）

を
有
す
る
者 

３ 

一
の
者
に
係
る
特
定
集
団
が
一
の
特
定
放
送
対
象
地
域
の
全
部
又
は
一
部
に
お
い
て
テ

レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計

が
い
ず
れ
の
特
定
放
送
対
象
地
域
に
お
い
て
も
一
を
超
え
な
い
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の

者
に
係
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放

送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
は
、
特
別
地
上
基
幹
放
送
事
業
者
に
該
当
し
な
い
も

の
と
み
な
す
。 

４ 

一
の
者
に
係
る
特
定
集
団
が
一
の
特
定
放
送
対
象
地
域
の
全
部
又
は
一
部
に
お
い
て
ラ

ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
地

上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
が
い
ず
れ
の
特
定
放
送
対
象

地
域
に
お
い
て
も
四
を
超
え
な
い
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の
者
に
係
る
第
二
項
の
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業

者
は
、
特
別
地
上
基
幹
放
送
事
業
者
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
す
。 

５ 

こ
の
条
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
法
及
び
表
現
の
自
由
享
有
基
準
に
お
い
て
使
用

す
る
用
語
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各

号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

一 

特
定
関
係
会
社 

特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な

し
た
場
合
に
お
け
る
関
係
会
社
を
い
う
。 

二 

特
定
放
送
対
象
地
域 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
特
定
関
係
会
社
が
行
う
地
上
基
幹
放

送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
を
い
う
。 

三 

特
別
地
上
基
幹
放
送
事
業
者 

特
定
放
送
対
象
地
域
と
重
複
す
る
放
送
対
象
地
域
に

お
い
て
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
基
幹
放
送
事
業
者
（
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関

係
会
社
を
除
く
。
）
を
い
う
。 

四 
特
定
集
団 

一
の
者
及
び
当
該
一
の
者
が
あ
る
者
に
対
し
て
支
配
関
係
（
特
定
議
決

権
保
有
関
係
を
含
む
。
）
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
者
並
び
に
認
定
放
送
持
株
会

社
の
関
係
会
社
か
ら
成
る
集
団
を
い
う
。 
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（
認
定
の
承
継
の
申
請
） 

第
二
百
八
条 
法
第
百
六
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
認
定
放
送
持
株
会
社
の
地
位
を

承
継
し
よ
う
と
す
る
と
き
（
合
併
又
は
会
社
分
割
に
よ
る
場
合
に
限
る
。
）
は
、
別
表
第

六
十
五
号
の
様
式
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
総
務
大
臣
に
提
出

し
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

一 

合
併
又
は
会
社
分
割
当
事
者
の
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名 

二 

合
併
後
存
続
す
る
株
式
会
社
若
し
く
は
合
併
に
よ
り
設
立
さ
れ
る
株
式
会
社
又
は
分

割
に
よ
り
認
定
放
送
持
株
会
社
の
事
業
の
全
部
を
承
継
す
る
株
式
会
社
の
予
定
す
る
名

称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名 

三 

合
併
又
は
会
社
分
割
決
議
年
月
日
及
び
合
併
又
は
会
社
分
割
が
そ
の
効
力
を
生
ず
る

予
定
年
月
日 

四 

合
併
又
は
会
社
分
割
の
理
由 

五 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
地
位
の
承
継
を
必
要
と
す
る
理
由 

六 

承
継
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
の
名
称 

七 

事
業
計
画
及
び
事
業
収
支
見
積
り 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

合
併
契
約
書
又
は
会
社
分
割
計
画
書
若
し
く
は
会
社
分
割
契
約
書
の
写
し 

二 

株
主
総
会
の
決
議
録
そ
の
他
合
併
又
は
会
社
分
割
に
関
す
る
意
思
決
定
を
証
す
る
に

足
り
る
書
類 

三 

合
併
後
存
続
す
る
株
式
会
社
若
し
く
は
合
併
に
よ
り
設
立
さ
れ
る
株
式
会
社
又
は
会

社
分
割
に
よ
り
認
定
放
送
持
株
会
社
の
事
業
の
全
部
を
承
継
す
る
株
式
会
社
の
定
款
又

は
定
款
案 

３ 

第
一
項
の
申
請
者
は
、
設
立
登
記
又
は
変
更
登
記
を
完
了
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
そ
の

登
記
事
項
証
明
書
を
総
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

第
二
百
九
条 

法
第
百
六
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
認
定
放
送
持
株
会
社
の
地
位
を

承
継
し
よ
う
と
す
る
と
き
（
譲
渡
に
よ
る
場
合
に
限
る
。
）
は
、
別
表
第
六
十
六
号
の
様

式
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
総
務
大
臣
に
提
出
し
て
行
う
も
の

と
す
る
。 

一 

譲
渡
会
社
の
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名 

二 

譲
受
会
社
が
事
業
を
譲
り
受
け
る
年
月
日 

三 

事
業
の
譲
受
け
の
理
由 

四 

認
定
放
送
持
株
会
社
の
地
位
の
承
継
を
必
要
と
す
る
理
由 

五 

承
継
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
の
名
称 

六 

事
業
計
画
及
び
事
業
収
支
見
積
り 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

事
業
の
譲
渡
に
関
す
る
契
約
書
の
写
し 

二 

譲
受
会
社
の
定
款
及
び
登
記
事
項
証
明
書 

 

（
認
定
の
取
消
し
の
申
請
） 

第
二
百
十
条 

法
第
百
六
十
六
条
第
一
項
の
認
定
の
取
消
し
を
申
請
し
よ
う
と
す
る
者
は
、

別
表
第
六
十
七
号
の
様
式
の
認
定
取
消
申
請
書
を
総
務
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
取
消
猶
予
の
勘
案
事
項
） 

第
二
百
十
条
の
二 

法
第
百
六
十
六
条
第
二
項
第
三
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
に

す
る
た
め
に
必
要
な
期
間 

二 
法
第
百
五
十
九
条
第
二
項
（
第
五
号
イ
又
は
ロ
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に

よ
り
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
者
と
な
つ
た
認
定
放
送
持
株
会
社
に
お
い
て
、

過
去
に
法
第
百
六
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
認
定
を
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取
り
消
さ
な
い
こ
と
と
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
か
否
か
の
別 
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基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
特
定
役
員
及
び
支
配

関
係
の
定
義
並
び
に
表
現
の
自
由
享
有
基
準
の

特
例
に
関
す
る
省
令 

 

第
一
章 

総
則 

（
定
義
） 

第
二
条 

こ
の
省
令
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

一
～
十
二 

（
略
） 

十
三 

業
務
執
行
役
員 

定
款
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
特
別

の
事
情
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
次
の
イ
か
ら
ル
ま
で
に
掲
げ
る
法
人
又
は
団
体
の
区
分

に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら
ル
ま
で
に
定
め
る
者
を
い
う
。 

イ 

株
式
会
社 

次
に
定
め
る
者 

⑴ 

株
式
会
社
（
取
締
役
会
設
置
会
社
を
除
く
。
） 

取
締
役 

⑵ 

取
締
役
会
設
置
会
社
（
指
名
委
員
会
等
設
置
会
社
を
除
く
。
） 
業
務
執
行
取

締
役 

⑶ 

指
名
委
員
会
等
設
置
会
社 

執
行
役 

ロ
～
ル 

（
略
） 

十
四 

業
務
執
行
決
定
役
員 

定
款
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る

特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
次
の
イ
か
ら
ル
ま
で
に
掲
げ
る
法
人
又
は
団
体
の

区
分
に
応
じ
、
当
該
イ
か
ら
ル
ま
で
に
定
め
る
者
を
い
う
。 

イ 

株
式
会
社 

取
締
役 

ロ
～
ル 

（
略
） 

十
五 

（
略
） 

十
六 

申
請
者 

基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
法
第
九
十
三
条
第
一
項
の
認

定
の
申
請
を
す
る
者
又
は
電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
の
規
定
に

よ
り
特
定
地
上
基
幹
放
送
局
の
免
許
の
申
請
を
す
る
者
を
い
う
。 

十
七 

申
請
者
等 

一
の
者
（
申
請
者
又
は
申
請
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
者
を

い
う
。
）
及
び
当
該
一
の
者
が
あ
る
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る

そ
の
者
（
当
該
一
の
者
が
申
請
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
者
で
あ
る
場
合
に
あ

っ
て
は
、
申
請
者
が
あ
る
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
者
を

含
む
。
）
か
ら
成
る
集
団
（
申
請
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
者
及
び
申
請
者
が

あ
る
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
者
が
な
い
場
合
に
あ
っ
て

は
、
申
請
者
）
を
い
う
。 

十
八 

子
会
社 

法
第
百
五
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
子
会
社
を
い
う
。 

十
九 

関
係
会
社 

法
第
百
五
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
関
係
会
社
を
い
う
。 

二
十 

認
定
放
送
持
株
会
社
等 

申
請
者
等
で
あ
っ
て
、
申
請
者
を
関
係
会
社
と
す
る
認

定
放
送
持
株
会
社
を
第
十
七
号
に
規
定
す
る
一
の
者
と
す
る
も
の
を
い
う
。 

二
十
一 

特
定
議
決
権
保
有
関
係 

一
の
者
及
び
当
該
一
の
者
の
子
会
社
そ
の
他
法
第
二

条
第
三
十
二
号
イ
に
規
定
す
る
特
別
の
関
係
に
あ
る
者
が
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行

う
者
の
議
決
権
の
十
分
の
一
を
超
え
三
分
の
一
以
下
の
議
決
権
を
有
す
る
場
合
に
お
け

る
当
該
一
の
者
と
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
関
係
を
い
う
。 

二
十
二
～
三
十
八 

（
略
） 

 

第
二
章 

基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
特
定
役
員
及
び
支
配
関
係
の
定
義 

 
 

（
特
定
役
員
の
定
義
） 

第
三
条 
法
第
二
条
第
三
十
一
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
業
務
執
行
役
員
及
び
業
務

執
行
決
定
役
員
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
第
二
条
第
三
十
一
号
の
法
人
又
は
団
体
が
衛
星
基
幹
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放
送
又
は
移
動
受
信
用
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
法
人
又

は
団
体
の
業
務
執
行
決
定
役
員
で
あ
っ
て
業
務
執
行
役
員
で
な
い
者
の
数
の
当
該
法
人
又

は
団
体
の
業
務
執
行
決
定
役
員
の
総
数
に
占
め
る
割
合
が
三
分
の
一
を
超
え
な
い
場
合
に

お
け
る
当
該
業
務
に
係
る
同
号
の
総
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
業
務
執
行
役
員
と
す
る
。 

 
 
 

（
特
別
の
関
係
） 

第
四
条 

法
第
二
条
第
三
十
二
号
イ
の
総
務
省
令
で
定
め
る
特
別
の
関
係
は
、
次
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
関
係
と
す
る
。 

 
 

一 

一
の
者
が
有
す
る
法
人
又
は
団
体
（
一
般
社
団
法
人
等
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権
の
数
の
当
該
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
の
総
数
に
占
め
る
割

合
が
二
分
の
一
を
超
え
る
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
支

配
株
主
等
」
と
い
う
。
）
と
当
該
法
人
又
は
団
体
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
被
支
配

法
人
等
」
と
い
う
。
）
と
の
関
係 

 
 

二 

一
の
法
人
又
は
団
体
の
特
定
役
員
で
他
の
法
人
又
は
団
体
（
一
般
社
団
法
人
等
に
限

る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
特
定
役
員
の
地
位
を
兼
ね
る
者
の
数
の
当
該

他
の
法
人
又
は
団
体
の
特
定
役
員
の
総
数
に
占
め
る
割
合
が
二
分
の
一
を
超
え
る
場
合

に
お
け
る
当
該
一
の
法
人
又
は
団
体
と
当
該
他
の
法
人
又
は
団
体
と
の
関
係 

２ 

被
支
配
法
人
等
が
有
す
る
他
の
法
人
又
は
団
体
（
一
般
社
団
法
人
等
を
除
く
。
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権
の
数
の
当
該
他
の
法
人
又
は
団
体
の
議
決
権
の
総
数

に
占
め
る
割
合
が
二
分
の
一
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
他
の
法
人
又
は
団
体
も
、
支
配

株
主
等
の
被
支
配
法
人
等
と
み
な
し
て
前
項
第
一
号
の
規
定
を
適
用
す
る
。 

  
 

（
支
配
関
係
に
該
当
す
る
議
決
権
の
占
め
る
割
合
） 

第
五
条 

法
第
二
条
第
三
十
二
号
イ
の
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
十
分
の
一
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
第
二
条
第
三
十
二
号
イ
の
一
の
者
が
地
上
基
幹
放
送

の
業
務
に
係
る
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
で
あ
り
、
か
つ
、
同
号
イ
の
法
人
又
は
団

体
が
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
と
重
複
し
な
い
放
送
対
象
地
域

に
お
い
て
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
業
務
に
係
る
同

号
イ
の
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
三
分
の
一
と
す
る
。 

 
 

一 

申
請
者 

 
 

二 

一
の
者
及
び
当
該
一
の
者
の
子
会
社
そ
の
他
法
第
二
条
第
三
十
二
号
イ
に
規
定
す
る

特
別
の
関
係
に
あ
る
者
が
有
す
る
申
請
者
の
議
決
権
の
数
の
当
該
申
請
者
の
議
決
権
の

総
数
に
占
め
る
割
合
が
十
分
の
一
を
超
え
る
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の
者
（
認
定
放
送

持
株
会
社
を
除
く
。
） 

３ 

第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
第
二
条
第
三
十
二
号
イ
の
法
人
又
は
団
体
が
衛
星

基
幹
放
送
又
は
移
動
受
信
用
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
当

該
業
務
に
係
る
同
号
イ
の
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
三
分
の
一
と
す
る
。 

  
 

（
支
配
関
係
に
該
当
す
る
兼
任
役
員
の
占
め
る
割
合
） 

第
六
条 

法
第
二
条
第
三
十
二
号
ロ
の
総
務
省
令
で
定
め
る
割
合
は
、
五
分
の
一
と
す
る
。 

  
 

（
法
第
二
条
第
三
十
二
号
ハ
に
定
め
る
場
合
） 

第
七
条 

法
第
二
条
第
三
十
二
号
ハ
の
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
一
の
法
人
又
は
団
体

の
代
表
権
を
有
す
る
特
定
役
員
又
は
常
勤
の
特
定
役
員
が
他
の
法
人
又
は
団
体
の
代
表
権

を
有
す
る
特
定
役
員
又
は
常
勤
の
特
定
役
員
の
地
位
を
兼
ね
る
場
合
と
す
る
。 

 

第
三
章 

基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
表
現
の
自
由
享
有
基
準
の
特
例 

（
通
則
） 

第
八
条 

法
第
九
十
三
条
第
一
項
第
五
号
た
だ
し
書
（
法
第
百
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
申
請
者

等
（
二
以
上
の
者
が
申
請
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
二

以
上
の
者
ご
と
の
申
請
者
等
）
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
場
合
（
当
該
申
請
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者
等
が
認
定
放
送
持
株
会
社
等
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等

が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
場
合
又
は
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
に
係
る
認

定
放
送
持
株
会
社
が
次
条
各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
場
合
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
基

幹
放
送
の
普
及
及
び
健
全
な
発
達
の
た
め
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
そ
の
他
特
別

の
事
情
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。 

一 

申
請
者
等
が
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る

放
送
系
の
数
の
合
計
が
一
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る

こ
と
。 

イ 

当
該
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域

が
重
複
し
な
い
こ
と
。 

ロ 

特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
、

申
請
者
等
が
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る

放
送
系
の
数
の
合
計
が
九
を
超
え
な
い
こ
と
。 

二 

申
請
者
等
が
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
が
四

を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。 

イ 

当
該
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
一
の
放
送
対
象
地
域
の

全
部
又
は
一
部
に
お
い
て
申
請
者
等
が
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務

に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
（
ロ
の
放
送
系
の
数
の
合
計
に
含
ま
れ
る
も

の
を
除
く
。
）
に
ロ
の
放
送
系
の
数
の
合
計
を
加
え
た
数
が
、
い
ず
れ
の
放
送
対
象

地
域
に
お
い
て
も
九
を
超
え
な
い
こ
と
。 

ロ 

特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
、

申
請
者
等
が
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系

の
数
の
合
計
が
九
を
超
え
な
い
こ
と
。 

ハ 

当
該
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
一
の
放
送
対
象
地
域
の

全
部
又
は
一
部
に
お
い
て
申
請
者
等
が
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務

に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
が
、
い
ず
れ
の
放
送
対
象
地
域
に
お
い
て
も

四
を
超
え
な
い
こ
と
。 

三 

申
請
者
等
が
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
が
一

を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。 

イ 

特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
、

申
請
者
等
が
一
の
都
道
府
県
に
お
い
て
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務

に
関
し
使
用
す
る
放
送
系
の
数
の
合
計
が
一
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
れ
ら

の
放
送
系
に
係
る
放
送
対
象
地
域
が
い
ず
れ
も
特
定
の
一
の
市
区
町
村
の
区
域
を
そ

の
全
部
又
は
一
部
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。 

ロ 

特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
、

申
請
者
等
が
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
放
送
系

に
係
る
放
送
対
象
地
域
の
全
部
又
は
一
部
を
含
む
都
道
府
県
の
数
が
九
を
超
え
な
い

こ
と
。 

四 

申
請
者
等
に
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放

送
の
業
務
を
行
う
者
及
び
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
に
限
る
。
）
に
よ
る
地

上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
い
ず
れ
も
が
属
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず

れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。 

イ 

当
該
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の

業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
と
当
該
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
に
限
る
。
）

に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
と
が
重
複
し
な
い
こ
と
。 

ロ 

特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
、

申
請
者
等
に
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放

送
の
業
務
を
行
う
者
又
は
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
に
限
る
。
）
に
よ
る

地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
い
ず
れ
か
が
属
さ
な
い
こ
と
。 

五 

申
請
者
等
に
係
る
第
二
条
第
十
七
号
に
規
定
す
る
一
の
者
が
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
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よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
自
ら
行
い
、
又
は
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基

幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
し
、
か
つ
、
当
該
一
の
者
が
そ
れ

ら
の
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
と
重

複
す
る
放
送
対
象
地
域
に
お
い
て
ラ
ジ
オ
放
送
（
全
国
放
送
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に

お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
自
ら
行
い
、
又
は
ラ
ジ
オ
放
送
に

よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
当
該
一
の
者
が
当
該
重
複
す
る
地
域
に
お
い
て
新
聞
社
を
自
ら
経
営
し
、
又
は
新

聞
社
を
経
営
す
る
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
。
た
だ
し
、
当

該
重
複
す
る
地
域
に
お
い
て
、
他
に
基
幹
放
送
事
業
者
、
新
聞
社
、
通
信
社
そ
の
他
の

ニ
ュ
ー
ス
又
は
情
報
の
頒
布
を
業
と
す
る
事
業
者
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
一
の

者
（
当
該
一
の
者
が
あ
る
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
者
を

含
む
。
）
が
ニ
ュ
ー
ス
又
は
情
報
の
独
占
的
頒
布
を
行
う
こ
と
と
な
る
お
そ
れ
が
な
い

と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

六 

申
請
者
等
が
衛
星
基
幹
放
送
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
数
の
合
計

が
四
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。 

イ 

申
請
者
等
が
衛
星
基
幹
放
送
（
超
高
精
細
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
を
除
く
。
）
の

業
務
に
関
し
使
用
す
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
数
の
合
計
が
四
を
超
え
な
い
こ
と
。 

ロ 

申
請
者
等
が
衛
星
基
幹
放
送
（
超
高
精
細
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
限
る
。
）
の

業
務
に
関
し
使
用
す
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
数
の
合
計
が
四
を
超
え
な
い
こ
と
。 

七 

申
請
者
等
に
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
及
び
衛
星
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う

者
の
い
ず
れ
も
が
属
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。 

イ 

一
の
者
及
び
当
該
一
の
者
の
子
会
社
そ
の
他
法
第
二
条
第
三
十
二
号
イ
に
規
定
す

る
特
別
の
関
係
に
あ
る
者
が
有
す
る
衛
星
基
幹
放
送
（
放
送
衛
星
業
務
用
の
周
波
数

を
使
用
し
て
行
わ
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
業
務
を

行
う
者
の
議
決
権
の
数
の
当
該
衛
星
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
議
決
権
の
総
数

に
占
め
る
割
合
が
三
分
の
一
を
超
え
二
分
の
一
以
下
の
場
合
に
お
け
る
当
該
一
の
者

と
当
該
衛
星
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の

と
み
な
し
た
場
合
に
、
申
請
者
等
に
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
又
は
衛
星
基

幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
い
ず
れ
か
が
属
さ
な
い
こ
と
。 

ロ 

申
請
者
等
が
衛
星
基
幹
放
送
（
放
送
衛
星
業
務
用
の
周
波
数
を
使
用
し
て
行
わ
れ

る
も
の
を
除
く
。
）
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
数
の
合
計
が
二
を

超
え
な
い
こ
と
。 

八 

申
請
者
等
が
移
動
受
信
用
地
上
基
幹
放
送
（
全
国
放
送
に
限
る
。
）
の
業
務
に
関
し

使
用
す
る
セ
グ
メ
ン
ト
数
の
合
計
が
十
三
を
超
え
な
い
こ
と
。 

九 

申
請
者
等
が
移
動
受
信
用
地
上
基
幹
放
送
（
広
域
放
送
又
は
県
域
放
送
に
限
る
。
以

下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
セ
グ
メ
ン
ト
数
の
合
計
が
一

の
放
送
対
象
地
域
に
お
い
て
六
を
超
え
ず
、
か
つ
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。 

イ 

当
該
移
動
受
信
用
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
の
数
が
二
を
超

え
な
い
こ
と
。 

ロ 

当
該
移
動
受
信
用
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
の
数
が
二
で
あ

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
放
送
対
象
地
域
が
隣
接
す
る
こ
と
。 

十 

申
請
者
等
に
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
が
属
さ
な
い
こ
と
。 

イ 

地
上
基
幹
放
送
（
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
及
び
ラ
ジ
オ
放
送
を
除
く
。
）
の
業
務
を

行
う
者 

ロ 

移
動
受
信
用
地
上
基
幹
放
送
（
全
国
放
送
、
広
域
放
送
及
び
県
域
放
送
を
除
く
。
）

の
業
務
を
行
う
者 

ハ 

日
本
放
送
協
会
又
は
放
送
大
学
学
園 

 
（
認
定
放
送
持
株
会
社
で
あ
っ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
） 

第
九
条 
法
第
百
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
九
十
三
条

第
一
項
第
五
号
ハ
の
認
定
放
送
持
株
会
社
で
あ
っ
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の

各
号
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
認
定
放
送
持
株
会
社
と
す
る
。
た
だ
し
、
基
幹
放
送
の
普
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及
及
び
健
全
な
発
達
の
た
め
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
そ
の
他
特
別
の
事
情
が
あ

る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。 

 
 

一 

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
前
条
各
号
（
第
一
号
ロ
、

第
二
号
イ
及
び
ロ
、
第
三
号
、
第
四
号
ロ
並
び
に
第
七
号
イ
を
除
く
。
）
の
い
ず
れ
に

も
適
合
す
る
こ
と
。 

 
 

二 

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当

す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
前
条
第
一
号
ロ
、
第
二
号
イ
及

び
ロ
、
第
三
号
並
び
に
第
四
号
ロ
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。 

 
 
 
 

イ 

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者

が
、
二
以
上
の
放
送
系
に
係
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
自
ら
行
う
も
の
で
な
い
こ

と
。 

 
 
 
 

ロ 

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者

が
、
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
に
係
る
放
送
対
象
地
域
と
重
複
す
る
放
送
対
象
地

域
に
お
い
て
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
し
な
い
こ

と
。 

ハ 

特
定
議
決
権
保
有
関
係
を
支
配
関
係
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
し
た
場
合
に
、

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
が
、

他
の
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
に
対
し
て
支
配
関
係
を
有
し
な
い
こ
と
。 

三 

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
に
係
る
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当

す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
前
条
第
七
号
イ
に
適
合
す
る
場

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 
 
 
 

イ 

衛
星
基
幹
放
送
（
放
送
衛
星
業
務
用
の
周
波
数
を
使
用
し
て
行
わ
れ
る
も
の
に
限

る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
業
務
に
関
し
使
用
す
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ

数
の
合
計
が
〇
・
五
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ

と
。 

（
１
） 

衛
星
基
幹
放
送
（
超
高
精
細
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
を
除
く
。
）
の
業
務
に

関
し
使
用
す
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
数
の
合
計
が
〇
・
五
を
超
え
な
い
こ
と
。 

（
２
） 

衛
星
基
幹
放
送
（
超
高
精
細
度
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
限
る
。
）
の
業
務
に

関
し
使
用
す
る
ト
ラ
ン
ス
ポ
ン
ダ
数
の
合
計
が
〇
・
五
を
超
え
な
い
こ
と
。 

 
 
 
 

ロ 

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者

が
衛
星
基
幹
放
送
の
業
務
を
自
ら
行
う
も
の
で
な
い
こ
と
。 

ハ 

当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
関
係
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者

又
は
衛
星
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
一
方
の
者
が
他
方
の
者
に
対
し
て
支
配
関

係
を
有
し
な
い
こ
と
。 

 
 

四 

基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
（
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
子
会
社
を
除
く
。
）
の

特
定
役
員
で
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
特
定
役
員
の
地
位
を
兼
ね
る
者
の
数
の
当
該

認
定
放
送
持
株
会
社
の
特
定
役
員
の
総
数
に
占
め
る
割
合
が
五
分
の
一
を
超
え
な
い
こ

と
。 

 
 

五 

基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
（
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
子
会
社
を
除
く
。
）
の

代
表
権
を
有
す
る
特
定
役
員
又
は
常
勤
の
特
定
役
員
が
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
の
代

表
権
を
有
す
る
特
定
役
員
又
は
常
勤
の
特
定
役
員
の
地
位
を
兼
ね
な
い
こ
と
。 

 
 
 

（
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
係
る
特
例
） 

第
十
二
条 

認
定
放
送
持
株
会
社
等
に
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務

を
行
う
者
及
び
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
い
ず
れ
も
が
属

す
る
場
合
は
、
当
該
認
定
放
送
持
株
会
社
等
に
対
す
る
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
同
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
規
定
中
「
こ
と
」
と
あ
る
の
は
、
「
こ
と
。
た
だ
し
、

当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
の
う
ち
一
方
が
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送

の
業
務
で
あ
り
、
か
つ
、
他
方
が
ラ
ジ
オ
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
で
あ
る
場

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
」
と
す
る
。 

２ 

認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
第
八
条
第
一
号
の
規
定
に
適
合
す
る
場
合
は
、
当
該
認
定
放
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送
持
株
会
社
等
に
対
す
る
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
イ
及
び
ハ

の
規
定
中
「
こ
と
」
と
あ
る
の
は
、
「
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
が

い
ず
れ
も
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
で
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限

り
で
な
い
」
と
す
る
。 

３ 

認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
第
八
条
第
二
号
の
規
定
に
適
合
す
る
場
合
は
、
当
該
認
定
放

送
持
株
会
社
等
に
対
す
る
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
イ
か
ら
ハ

ま
で
の
規
定
中
「
こ
と
」
と
あ
る
の
は
、
「
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業

務
が
い
ず
れ
も
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
を
除
く
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送

の
業
務
で
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
」
と
す
る
。 

４ 

認
定
放
送
持
株
会
社
等
が
第
八
条
第
三
号
の
規
定
に
適
合
す
る
場
合
は
、
当
該
認
定
放

送
持
株
会
社
等
に
対
す
る
第
九
条
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
イ
か
ら
ハ

ま
で
の
規
定
中
「
こ
と
」
と
あ
る
の
は
、
「
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
地
上
基
幹
放
送
の
業

務
が
い
ず
れ
も
ラ
ジ
オ
放
送
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
放
送
に
限
る
。
）
に
よ
る
地
上
基
幹
放
送

の
業
務
で
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
」
と
す
る
。 

 
 
 

（
第
八
条
第
七
号
イ
及
び
第
九
条
第
三
号
ハ
の
規
定
の
適
用
に
係
る
特
例
） 

第
十
三
条 

第
八
条
第
七
号
イ
及
び
第
九
条
第
三
号
ハ
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
一

の
認
定
放
送
持
株
会
社
の
子
会
社
で
あ
る
地
上
基
幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
又
は
衛
星
基

幹
放
送
の
業
務
を
行
う
者
の
一
方
の
者
が
他
方
の
者
に
対
し
て
法
第
二
条
第
三
十
二
号
ロ

又
は
ハ
に
規
定
す
る
関
係
を
有
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
関
係
は
、
支
配
関
係
に
該
当
し

な
い
も
の
と
み
な
す
。 

 
 
 


	01 本文
	02 Ｑ＆Ａ_ rev
	03 マニュアル附属 参考資料 24.4更新
	スライド番号 1
	（２）認定放送持株会社制度を活用した場合におけるマスメディア集中排除原則の特例　①
	（２）認定放送持株会社制度を活用した場合におけるマスメディア集中排除原則の特例　②
	（３）認定放送持株会社の議決権保有制限制度
	スライド番号 5
	スライド番号 6

	04 マニュアル附属 申請様式
	05 マニュアル附属 関係条文抜粋

